平成23年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録
１　平成23年３月16日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君

第10番　村木　征一君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　川村　文雄君

　　　　

平成23年第１回奥多摩町議会定例会
予算特別委員会議事日程[第２日]
平成２３年 ３月１６日
午前10時00分開議
	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	議長開議宣告
	――

	２
	議案第19号
	平成23年度奥多摩町一般会計予算
	――

	３
	議案第20号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	――

	４
	議案第21号
	平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	――

	５
	議案第22号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	――

	６
	議案第23号
	平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	――

	７
	議案第24号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	――

	８
	議案第25号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	――

	９
	議案第26号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	――


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後３時25分　散会）
午前10時00分　開議

○委員長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。これより予算特別委員会を再開します。

　直ちに本日の会議を開きます。

　本日の出席委員は13名です。

本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

本日は、まず日程第３　議案第20号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算以降の議案について、所管課長から説明を求めます。

はじめに、議案第20号及び議案第21号については所管課が同一ですので、一括して説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第20号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算につきましてご説明させていただきます。

　６ページをお開きください。歳入でございます。

　森の家使用料としまして494万円を計上するもので、前年度と同額の計上でございます。

　次に、一般会計からの繰入金の6,396万2,000円、次の、預金利子の7,000円、雑入の1,000円につきましても、前年度と同額の計上でございます。

　次の、みどり体験交流受託収入でございますが、東京市町村自治調査会の事業で、都内在住の児童を対象に環境保護や体験型環境教育事業を行う場合に助成されるもので、原則として10分の10の助成となります。計上額につきましては、前年同額の308万9,000円を計上するものでございますが、事業終了後に精算を行うことになります。

　次の繰越金の1,000円の計上につきましては、平成22年度決算分を繰り入れするための科目措置でございます。

　７ページをお願いします。歳出でございます。

　一般管理費でございますが、職員３名分の人件費が主なもので、前年度対比108万9,000円の減額につきましては、給与改定等に伴うものでございます。

　８ページをお願いいたします。事業費でございますが、前年対比104万9,000円の増額となっております。役務費で財務会計システムの変更により専用回線使用料が減額になっておりますが、委託料で体験教室指導委託料と送迎バス運行業務委託料が増額に、また、臨時業務委託料を新たに計上させていただくことによるものでございます。

　この臨時業務委託料につきましては、今年度までは賃金で対応しておりましたが、年度当初にこの契約を行って支払うとさせていただく形に変えさせていただきたいと思います。

　10ページをお願いいたします。みどり体験交流事業でございますが、前年対比で４万円の増額となっております。歳入でもご説明しましたように、都内在住の児童を対象に山里体験や林業体験を行うための必要額を計上したもので、全額東京自治調査会の助成が原則となりますが、一部経費が助成内容に認められないため４万円は一般財源となっております。

　次の予備費でございますが、予算調整を踏まえて計上したものでございます。

　次のページをお願いいたします。給与費明細書でございますが、職員数は３名で変わりございません。総括の比較のとおり、給料で21万1,000円、職員手当で67万5,000円をそれぞれ減額し、共済費は５万1,000円を増額して、合計で83万5,000円の減額となります。

　なお、職員手当の内訳につきましては、下段のとおりでございます。

　12ページから17ページに給与及び職員手当の明細がございますので、参考にご覧ください。

　以上で議案第20号の説明を終わります。

　続きまして、議案第21号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算につきましてご説明いたします。

６ページをお開きください。歳入でございます。

　野営場使用料でございますが、1,940万円を計上するもので、ケビンの４人用が12部屋、８人用が４棟及びテントサイトの使用料などの実績より勘案しております。

　次の一般会計繰入金でございますが、前年対比76万5,000円を減額しております。これは補正予算等でもご説明しましたように、クラフトセンター内へのエレベーター未設置にかかわるメンテナンス代分が減額したことによるもので、１億3,650万円を計上しております。

　次の預金利子でございますが、前年度と同額を、雑入はキャンプ場売店売り上げの実績から56万5,000円の増額を、実費徴収は前年同額を計上しております。

　次の繰越金の1,000円の計上につきましては、平成22年度決算分を繰り入れするため科目措置を行うものです。

　７ページをお願いします。歳出でございます。

　一般管理費でございますが、職員４名分の人件費で、前年対比86万8,000円の減額につきましては、給与改定等によるものでございます。

　８ページをお願いいたします。利用管理費でございますが、前年対比87万5,000円の増額でございます。需用費では、太陽光発電の関係で光熱水費が減額となるものの、消耗品費と印刷製本費が増額となった関係から94万8,000円の増に、委託料ではクラフトセンターエレベーターの未設置によりメンテナンス分が減額に、原材料費では、自然食教室の食材分が消耗品費扱いとなったため減額に、備品購入費は基準金額の変更により増額として計上させていただきました。

　10ページをお願いいたします。予備費でございますが、予算調整を踏まえて計上してございます。

　次のページの給与費明細書でございますが、職員数は４名で変わりません。

　３行目の比較欄のとおり、給料で11万3,000円、職員手当で87万7,000円をそれぞれ減額し、共済費は12万2,000円増額となるものの、合計で86万8,000円の減額となります。

　なお、職員手当の内訳につきましては、下段の記載のとおりでございます。

　12ページから17ページに給与及び職員手当の明細がございますので、参考としてご覧ください。

　以上で議案第21号の説明を終わらせていただきます。

○委員長（清水　典子君）　以上で議案第20号及び議案第21号の説明は終わりました。

　次に、議案第22号、議案第23号及び議案第24号、以上の３件については関連がありますので一括して説明を求めます。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、初めに議案第22号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算についてご説明を申し上げます。

　７ページをお開きください。歳入でございます。

　国民健康保険税１億464万1,000円は、前年度に比べ553万7,000円の増と見込むものです。医療給付費分といたしまして現年課税分7,225万1,000円、後期高齢者支援金分として現年課税分1,967万7,000円、介護給付費分として現年課税分920万1,000円、医療給付費滞納繰越分265万2,000円、後期高齢者支援金分滞納繰越分47万8,000円、介護給付費滞納繰越分38万2,000円とそれぞれ見込むものでございます。

　次の退職者被保険者等国民健康保険税908万4,000円につきましては、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分と合わせて前年度比150万円の減と見込んでおります。

　次の国庫支出金の療養給付費等負担金１億8,000万1,000円は、前年度に比べ2,536万5,000円の増で、現年度分納付金の伸びに対する説明欄の各負担金を見込むものでございます。

　次の高額医療費共同事業負担金399万5,000円は、前年度に比べ156万6,000円の増で、対象となる高額療養費共同事業への拠出金に対する国の負担分を見込むものでございます。

　次の特定健康診査等負担金、前年度比68万8,000円の減は、対象者の減を見込むものでございます。

　８ページをお開きください。調整交付金4,500万円は前年度に比べ624万1,000円を増額するもので、実績見込みによるものです。

　次の出産育児一時金補助金６万円は、出産育児一時金の見直し分の国庫負担分２分の１を見込むものでございます。

　次の介護従事者処遇改善臨時特例交付金は、平成21年度から３か年の期限をもって設けられたものでございますが、平成22年度で全額取り崩したことにより廃目とするものでございます。

　次の療養給付費交付金3,000万1,000円は、前年度比1,000万円増額するもので、退職者医療制度の現年度分の見込み増によるものでございます。

　次の前期高齢者交付金１億5,459万4,000円は、前年度比3,863万円の増額を見込んだものでございます。

　次の都補助金2,800万円は、実績により見込むものです。

　次の財源調整交付金3,000万円は、前年度比105万1,000円増で、普通調整交付金の伸びを見込むものでございます。

　９ページをご覧ください。次の高額医療費共同事業負担金399万5,000円は、前年度比156万6,000円の増で、国費と同様、対象となる高額療養共同事業への拠出金を見込むものです。

　次の特定健康診査等負担金は、東京都負担金分として実績により見込むものでございます。

　次の共同事業交付金の高額医療費共同事業交付金2,284万1,000円は、国保連合会の通知によるものでございます。

　次の保険財政共同安定化事業交付金8,608万1,000円は、国保連合会の通知によるものでございます。

　次の財産収入の利子及び配当金は、基金積立金利子5,000円を見込むものです。

　次の一般会計繰入金１億1,812万7,000円を見込むもので、前年度に比べ5,222万9,000円の増額で、保険基盤安定繰入金の保険税軽減分1,118万7,000円と、同保険者支援分276万円、出産育児一時金繰入金80万円、財政安定化支援事業繰入金338万円、10ページをお開きいただきまして、その他一般会計繰入金１億円を見込むものでございます。

　次の繰越金のその他繰越金は、前年度同様でございます。

　諸収入は、延滞金・加算金及び過料、預金利子、11ページの雑入は、それぞれ科目措置をしたものでございます。

　12ページをお開きください。歳出になります。

　一般管理費、前年度比353万1,000円の減は、医療制度改革改正の対応のためのシステム改修委託料の皆減に伴うもので、その他旅費から役務費までは実績により見込むものでございます。

　次の運営協議会費及び連合会負担金も、前年同様でございます。

　13ページをご覧ください。徴税総務費の前年度比28万1,000円の減は、消耗品の減によるものでございます。

　次の保険給付費の一般被保険者療養給付費４億9,662万6,000円は実績から、8,662万6,000円の増額と見込むものでございます。

　14ページをお開きください。次の退職被保険者等療養給付費3,000万円は、実績等に基づき前年度比1,000万円の増を見込むものです。

　一般被保険者療養費と次の退職被保険者等療養費につきましても、実勢によるものでございます。

　次の審査支払手数料264万4,000円は、説明欄の各手数料を見込むものです。

　15ページをご覧ください。一般被保険者高額療養費7,000万円は、2,500万円の増で、実績に基づき見込むものでございます。

　次の退職被保険者等高額療養費500万円は、同様に250万円の増を見込んでおります。

　次の一般被保険者高額介護合算療養費20万円、次の退職被保険者等高額介護合算療養費は、それぞれ実績等に基づき見込むものです。

　次の移送費につきましては、一般被保険者移送費及び、16ページをお開きいただきまして、次の退職被保険者等移送費、共に実績に基づきそれぞれ２万8,000円の減を行うものです。

　次の出産育児一時金126万円は、次の出産育児一時金等直接支払制度支払手数料1,000円を見込んでおります。

　次の葬祭費は、前年度と同額の１件５万円で、20件分、100万円と見込んでございます。

　17ページをご覧ください。一般被保険者及び退職被保険者結核・精神医療給付費は共に昨年と同様でございます。

　次の後期高齢者支援金8,173万3,000円は、国保連合会の通知によるものです。

　18ページをお開きください。前期高齢者納付金23万円は、国から示された単価と加入者数により見込むものです。

　次の前期高齢者関係事務費拠出金9,000円も実績によるものです。

　次の老人保健拠出金9,000円及び次の老人保健医療費拠出金6,000円は、制度廃止に伴い経過措置として見込むものです。

　19ページをご覧ください。介護納付金3,941万円は、国保連合会通知によるものです。

　１つ飛ばしまして、高額医療費共同事業医療費拠出金1,598万4,000円は626万5,000円の増、事務費拠出金は連合会の算定によるもので、次の保険財政共同安定化事業拠出金も同様に見込むものでございます。

　20ページをお開きください。保険財政共同安定化事業事務費拠出金及び次のその他共同事業事務費拠出金は、前年と同様でございます。

　次の保健事業費、特定健康診査等事業費501万2,000円は、需用費で消耗品費と印刷製本費を、役務費で郵券代を、委託料では特定健康診査等委託料418万7,000円を、その他特定健康指導等にかかる委託料を見込むものです。

　保健衛生普及費38万円は、需用費で消耗品、役務費で郵券代を、備品購入費で健康相談用備品をそれぞれ見込むものです。

　次の基金積立金は利子分を見込み、公債費の利子は一時借入金利子分として見込むものです。

　次の諸支出金は、22ページをお開きいただき、一般被保険者保険税還付金40万円と、退職被保険者等保険税還付金２万円、償還金１万円をそれぞれ見込みます。

　次の延滞金も前年度と同様に見込むものです。

　次の病院事業会計繰出金284万2,000円は、奥多摩病院施設整備費として歳入の８ページの特別調整交付金を病院事業会計に繰り出すものでございます。

　23ページの予備費は端数調整としたものでございます。

　次に、議案第23号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算についてご説明をいたします。

　６ページをお開きください。歳入となります。

　後期高齢者医療保険料6,087万7,000円は、特別徴収保険料4,528万3,000円、次の現年度分普通徴収保険料を実績から1,509万4,000円と見込むものです。また、滞納繰越分は50万円と見込んでおります。

　次の一般会計繰入金の療養給付費繰入金は8,222万4,000円、保険基盤安定繰入金は2,412万円、事務費繰入金618万6,000円は広域連合分賦金の事務費負担分として351万9,000円、その他一般管理費繰入金として266万7,000円、保険料軽減措置繰入金は保険料軽減措置分として599万8,000円、健康診査費繰入金は広域連合からの受託収入を除きまして230万8,000円、葬祭費繰入金は、歳出の葬祭費510万円から広域連合より示されております調整額を控除した残額396万円をそれぞれ見込むものでございます。

　次の繰越金は、平成22年度からの科目存置でございます。

　７ページをお開きください。諸収入の延滞金、次の過料も科目措置となります。

　次の償還金及び還付加算金の保険料還付金50万円は、広域連合からの保険料還付金を見込むものです。

　預金利子は1,000円と見込み、次の健康診査費受託事業収入は、歳出の健康診査費397万9,000円に対する広域連合からの受託金、同じく葬祭費に対する支給事業費委託金615万円をそれぞれ見込んだものでございます。

　９ページをお開きください。歳出となります。

　総務管理費の一般管理費189万8,000円は、需用費で消耗品費を、役務費で各種通知の郵券代を、委託料で後期高齢者徴収システム等の保守点検委託料をそれぞれ見込むものです。

　次の徴収費は、需用費で保険料徴収にかかる通知の印刷代、役務費で郵券代、口座振替手数料を見込むものです。

　次の広域連合分賦金１億8,124万8,000円は、事務費負担金が351万9,000円、療養給付費負担金が8,222万4,000円、保険基盤安定負担金が2,412万円、保険料等負担金が、歳入の６ページで町が徴収を見込む保険料の現年度分で6,037万7,000円、保険料軽減措置負担金が審査支払手数料等として599万8,000円、10ページをご覧ください。葬祭費支給事業負担金501万円と、広域連合の積算資料によりそれぞれ見込んだものでございます。

　保健事業費の健康診査費397万9,000円は、需用費で健診案内パンフレット購入費、受診券等の印刷代で、役務費では18万4,000円は受診券等の郵券代、委託料の361万2,000円は健康診査等の委託料を見込んだものです。

　次の葬祭費510万円は、１人当たり５万円で、対象者102名分を見込んだものです。

　次の保険料還付金、保険料の被保険者への過年度の還付金50万円を見込んでおります。

　11ページをお開きください。次の還付加算金は科目措置でございます。

　次の一般会計繰出金は、広域連合との分賦金等の精算に伴う一般会計繰出金を見込んでおります。

　予備費は財源調整として見込んだものでございます。

　次に、議案第24号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計予算についてご説明をいたします。

　８ページをお開きください。歳入でございます。

　保険料の第１号被保険者保険料１億209万5,000円で、前年度に比べ35万2,000円の減を見込み、内訳では、65歳以上の方の保険料である特別徴収9,356万9,000円、同じく普通徴収802万6,000円、滞納繰越分は前年度と同額の50万円を見込んでおります。

　次の分担金及び負担金の認定審査会負担金7,000円は、前年度比１万円の減を見込んでおります。

　次の国庫支出金の介護給付費負担金１億632万4,000円は、町特別給付費を除く保険給付費に対する国の負担分を見込むものです。

　次の調整交付金4,912万2,000円は、介護給付費財政調整交付金4,912万2,000円が主で、同じく特別給付を除く保険給付費の国庫負担分を見込むものでございます。

　次の地域支援事業交付金（介護予防）216万6,000円は、介護予防事業費の国負担分を見込むものです。

　９ページをお開きください。地域支援事業交付金の包括的支援・任意事業交付金427万円は、国の負担分を見込むものです。

　次の支払基金交付金の介護給付費交付金１億9,339万2,000円は、国庫支出金と同様に見込むものです。

　次の地域支援事業支援交付金259万9,000円も、同様に見込むものです。

　次の都負担金の介護給付費負担金１億318万5,000円は、町特別給付を除く保険給付費に対する東京都の負担分を見込むものです。

　次の都補助金の地域支援事業交付金（介護予防）108万4,000円は現年度分で、介護予防事業都交付金108万3,000円、10ページをご覧いただき、包括的支援・任意事業交付金213万5,000円は、都の負担区分の規定によりまして見込むものです。

　次の財産収入の利子及び配当金は科目措置でございます。

　次の一般会計繰入金の介護給付費繰入金8,058万1,000円は、介護給付費の町負担分でございます。

　次に地域支援事業繰入金の介護予防108万4,000円は、規定により見込むものです。

　次の地域支援事業繰入金（包括的支援・任意）213万5,000円も規定により見込むものでございます。

　次のその他一般会計繰入金5,024万円は、職員給与費等繰入金3,120万円は職員４名分の人件費等を、事務費繰入金は1,904万円と見込んでおります。

　11ページをお開きください。その他地域支援事業繰入金は1,167万6,000円で、地域支援事業費の介護予防ケアマネジメント事業に対する繰入金でございます。

　次の介護給付費準備基金繰入金2,142万3,000円は、同積立基金を取り崩し、町特別給付費を含む介護給付費に充当を見込むものでございます。

　次の介護従事者処遇改善特例基金繰入金は、基金の廃止により廃目とするものです。

　次の諸収入の第１号被保険者保険料延滞金1,000円は、科目措置でございます。

　次の預金利子、第三者納付金、返納金、雑入も、それぞれ前年と同額に見込んでおります。

　12ページをご覧ください。使用料及び手数料347万2,000円は、説明欄にございます各種介護予防事業の利用者負担額を見込むものでございます。

　次の繰越金は、平成22年度からの繰越金の科目措置でございます。

　13ページをお開きください。歳出になります。

　総務管理費の一般管理費4,256万6,000円は、給料から旅費までは職員４名分の人件費の所要額を見込むものでございます。

　14ページをご覧ください。委託料1,085万円はシステム保守点検委託料281万円、介護保険システム更新業務委託料500万円と、新たに第５期事業計画策定事業委託料300万円を見込むものでございます。

　使用料及び賃借料では、システム機器のリース料50万4,000円を見込んでおります。

　次の賦課徴収費21万6,000円は、前年同様でございます。

　15ページをお開きください。介護認定審査会費259万9,000円及び次の認定調査等費364万2,000円につきましては、前年と同様の内容でございます。

　次の運営協議会費37万1,000円は、介護事業計画策定年度にあたるため、開催回数を前年度に比較し倍の６回分を見込んでおります。

　16ページをご覧ください。次の趣旨普及費30万円は印刷製本費の皆増で、３年ごとの計画策定時に改正内容の紹介パンフレットを作成するものでございます。

　保険給付費の居宅・施設介護サービス等給付費５億7,226万6,000円は、前年度に比べ3,068万4,000円の増で、計画給付費の見込みに前年実績を反映して積算したものでございます。

　次の介護予防サービス等給付費1,427万7,000円は、前年度に比べ839万4,000円の減で、説明欄の各サービス給付費について実績から見込んだものでございます。

　17ページをお開きください。審査支払手数料62万4,000円及び次の高額介護サービス等費1,500万円は、それぞれ実績により見込むものでございます。

　18ページをご覧ください。次の高額医療合算介護サービス等費280万円は、実績により前年度に比べ180万円の増を見込むものです。

　次の町特別給付費711万4,000円は、112万4,000円増とするもので、実績により見込むものでございます。次の特定入所者介護サービス等費3,967万円も実績により見込むものです。

　次の地域支援事業費、介護予防事業費につきましては、19ページをお開きください。二次予防事業費262万4,000円は、平成23年度から要綱改正により特定高齢者から二次予防者に変更されたもので、委託料で二次予防配食サービス事業委託料259万2,000円は平成22年度の介護予防特定高齢者施策事業費の名称変更をするもので、配食サービスに要する経費を見込んでございます。

　次の一次予防事業費806万9,000円も、平成22年度の介護予防一般高齢者施策事業費の名称を変更するもので、賃金では歯科衛生士賃金、委託料では説明欄の各事業の委託料を見込んでおります。

　次の使用料及び賃借料12万円は、介護予防デイサービス時の施設利用料を見込むものです。

　次の包括的支援・任意事業費では、20ページをご覧ください。介護予防ケアマネジメント事業費669万7,000円、次の総合相談事業費575万8,000円、次の包括的・継続的ケアマネジメント事業費602万8,000円は、いずれも社会福祉協議会から地域包括支援センターへ受け入れております研修員３名の人件費分を見込むものでございます。

　次の任意事業費530万5,000円は、役務費で住宅改修理由書作成料、委託料では、21ページをお開きください。家族介護教室実施委託料10万円、一次予防配食サービス事業委託料518万4,000円を見込むものです。

　次の介護給付費準備基金積立金から22ページの一般会計繰出金までは、前年同様に見込むものでございます。

　次の予備費は財源調整としたものでございます。

　23ページから最後の30ページまでは給与費明細書となっております。特別職及び一般職の給与、手当等をそれぞれ調整をさせていただいたもので、後ほどご参照をお願い申し上げます。

　以上をもちまして、議案第22号から議案第24号の説明を終わらせていただきます。

○委員長（清水　典子君）　以上で議案第22号、議案第23号及び議案第24号の説明は終わりました。

　次に、議案第25号についての説明を求めます。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　それでは、議案第25号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計予算についてご説明を申し上げます。

　７ページをお開きください。歳入でございます。

　分担金及び負担金の共用施設維持管理費負担金、対前年度比11万5,000円の増につきましては、説明欄にございます共用施設維持管理費丹波山村負担金の実績による計上でございます。契約協定によりますと、10分の１の負担をしていただいております。

　次に、下水道使用料及び合併浄化槽使用料563万7,000円の増につきましては、昨年の使用料の実績を見込んでおります。

　次に、下水道手数料は、昨年同様の計上でございます。

　次に、国庫支出金につきましては、奥多摩処理区下水道事業及び浄化槽市町村整備推進事業費補助金で、対前年度比797万2,000円の増を見込んでおります。

　次に、公共下水道事業につきましては、奥多摩処理区下水道事業で、８ページの上段にございます浄化槽市町村整備推進事業費補助金2,176万9,000円を見込んでおります。

　８ページの一般会計繰入金につきましては、対前年比3,336万9,000円の減を見込んでおります。

　次の繰越金及び次の諸収入につきましては、昨年同様の計上でございます。

　次の消費税還付金につきましては、昨年どおりの計上でございます。

　次の９ページの町債につきましては、本年度２億2,040万円減の４億2,100万円を見込んでおります。建設負担金と事業費の減によるものでございます。

　10ページをお願いいたします。歳出になります。

　一般管理費につきましては、昨年同様の計上でございます。

次のページをお願いいたします。維持管理費9,141万1,000円の計上につきまして、対前年度比661万7,000円の増になります。内訳につきましては、12ページをお開きください。維持管理費（小河内処理区）では、対前年比655万3,000円の増が主なもので、13の委託料の電気・機械設備の点検費で、毎年計画的に実施する上での見込額でございます。

次の13ページの維持管理費（奥多摩処理区）につきましては、昨年同様の計上でございます。

次の事業費８億9,314万9,000円、対前年比２億5,485万5,000円の減を見込むものでございます。

次の14ページをお開きください。下水道事業費（小河内処理区）につきましては、昨年同様の計上でございます。

次の下水道事業費（奥多摩処理区）、対前年比２億5,480万9,000円の減につきましては、給料から委託までは昨年同様の計上でございます。

15ページ下段の工事請負費につきましては、16ページ上段の多摩川上流域下水道の建設負担金の減が主なものでございます。下水道につきましては、前期の下水道の認可が平成22年度で完了しまして、後期の下水道認可が平成23年から平成27年度の事業を予定しております。新年度につきましては、大丹波地区では川井から南平の付近、それから白丸地区全域、それから国道411号線につきましては、白丸滝ノ沢橋から海沢橋を予定しております。

16ページをお開きください。次の浄化槽市町村整備推進事業費、対前年比1,136万2,000円の減につきましては、次のページの下段の15工事請負費の減が主なもので、それ以外は昨年同様の計上でございます。

18ページをお願いします。公債費になります。長期債元金及び長期債利子につきまして、過疎債及び下水道債の償還計画によりまして1,570万2,000円の増の１億2,670万6,000円を見込んだもので、平成23年度から徐々に増加していく予定でございます。

次の予備費につきましては、予算調整により185万4,000円の計上をしております。

19ページをお願いします。給与費明細書につきましては、３名減の29万5,000円を見込んでおります。

次の20ページをお願いします。一般職の給与費の明細で、比較の欄で職員は４名です。給料は139万円の減、職員手当につきましては160万9,000円の減、１つ飛びまして共済費は30万8,000円の減、合計で330万7,000円の減を見込んでおります。

下段の表は職員手当の内訳でございます。

次の21ページから26ページにつきましては、職員手当の明細でございます。後ほどご覧いただきたいと思っております。

27ページをお願いいたします。町債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書です。

合計の欄で、前々年度末現在高26億8,457万8,000円、前年度末現在高見込額31億2,258万1,000円、当該年度中起債見込額が４億2,100万円、当該年度中元金償還見込額が7,352万9,000円、当該年度末現在高見込額につきましては、34億7,005万2,000円を見込んでおります。

　以上で、議案第25号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計の予算説明を終わります。

○委員長（清水　典子君）　以上で議案第25号の説明は終わりました。

　次に、議案第26号についての説明を求めます。病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　それでは、議案第26号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算についてご説明申し上げます。

　１ページをお開き願います。収益的収入及び支出の実施計画でございます。

　全体の病院事業収支につきましては、４億9,200万円で、前年度と比較して約0.7％の増額予算となっております。

　収入でございますが、医業収益の入院収益を２億421万3,000円、前年度より約1.7％の増額です。これにつきましては、１日平均入院患者数を前年度比１人増の26人を見込んだものでございます。なお、１人１日当たりの診療単価の見込額は前年度比540円減の２万1,460円を見込んだものでございます。

　次に、外来収益につきましては、9,108万8,000円で、前年度より約0.4％の減となっております。訪問看護分を除き１日平均外来患者数は、前年度より3.5人減の56.5人で、１人１日当たり診察単価の見込額は前年同額を見込んでおります。

　次に、その他医業収益につきましては、3,203万2,000円で、前年度より約11.4％の増となっておりますが、主に公衆衛生活動収益の検診受診者の増を見込んだものでございます。

　２ページをお願いいたします。医業外収益でございますが、１億6,456万7,000円で、前年度より約1.7％の減となっております。主な内容では、病床数変更等を含め都支出金が6,500万3,000円で、前年度より約５％、343万8,000円の減額となります。

　他会計補助金では、前年と同様の額を見込んでおります。

　３ページをお願いいたします。患者外給食収益につきましては、168万円で、前年度同額を見込んでいます。

　その他医業収益につきましては、286万3,000円で、前年度比58万6,000円の増額となっております。主なものにつきましては、入院患者数の増によるその他医業収益の紙オムツなど直接診療以外の増を見込んでいます。

　次の特別利益の10万円につきましては、前年と同額を見込んでおります。

　４ページをお願いいたします。支出でございますが、項の医業費用全体では４億8,478万6,000円で、前年度より約0.8％の増となっております。

内訳といたしまして、給与費では、２億7,945万円で、前年度より約0.7％の増となっておりますが、内容につきましては、後ほど13ページの給与明細書でご説明いたします。

　５ページをお願いいたします。材料費でございますが、5,688万円で、前年度より約1.9％の増となっておりますが、主に入院患者数増による診療材料の増額分を見込んだものでございます。

　次に、経費でございますが、１億2,210万4,000円で、前年度より約1.4％の減となっております。

節の内容でございますが、福利厚生費につきましては、前年度比１万8,000円減額です。

次の報償費から光熱水費までは、前年度同額を見込んでいます。

燃料費は、灯油・ガソリン、重油等の価格の引き上げにより９万7,000円の増となっております。内容につきましては、備考欄記載のとおりでございます。

　６ページをお願いいたします。食糧費につきましては、前年度同額を見込んでいます。

印刷製本費は、前年度比39万9,000円増額です。内容につきましては、備考欄記載の印刷等を見込んでいます。

修繕費は、昨年と同様でございます。

役務費、保険料、賃借料は、それぞれ若干の増減はございますが、大きな変更はなく、ほぼ例年同様の見込みでございます。

また、賃借料につきましても、備考欄記載のとおりでございます。内容に大きな変更はなく、ほぼ例年同様の見込みでございます。

　７ページをお願いいたします。通信運搬費ですが、前年度比2,000円の減となりますが、ほぼ同様でございます。

委託料は、前年度より204万8,000円減の8,777万3,000円で、内容につきましては、備考欄記載のとおりですが、それぞれの見込額を見直すことによる減額となっております。

　諸会費から雑費までは前年と同様の見込みをしております。

　８ページをお願いいたします。減価償却費につきましては、2,540万2,000円で、前年度より245万 7,000円の増となっておりますが、建物減価償却費が132万円、機械備品減価償却費が95万円、それぞれ増、また、昨年度より車両及び運搬具償却費を計上したものによる18万7,000円の増でございます。

　資産減耗費の30万円、研究研修費の65万円につきましては、昨年同様、同額を見込むものでございます。

　次に、医業外費用でございますが、641万円で、前年度より31万円の減となっておりますが、支払利息の企業債利息が減額となったものでございます。

　患者外給食材料費及び雑損失、次のページの消費税につきましては、前年と同額を見込んでおります。

　次の特別損失の30万円につきましては、前年と同様、同額でございます。

　また、予備費につきましては、財源調整し、計上したものでございます。

　10ページをお願いいたします。資本的収入及び支出についてになります。

　まず、資本的収入でございますが、総額で1,525万円計上しておりまして、前年度より112万円増額になっております。約7.9％の増額率でございます。

　内容につきましては、国庫支出金、都支出金につきまして、備考欄記載の医療機器購入の補助金分262万5,000円をそれぞれ計上したものでございます。

　また、建設改良積立金に余裕が見込めないため、町から診療施設整備分として1,000万円の出資金を計上させていただきました。主なものとしまして、エレベーターの交換工事を予定させていただいております。

　11ページをお願いいたします。資本的支出でございますが、総額で5,807万2,000円になります。昨年度より1,859万3,000円の増額となっております。約47.1％の増額率でございます。

　内容についてでございますが、建設改良費の建物及び付帯設備工事費では2,919万4,000円で、備考欄記載のとおりの３工事でございますが、特にエレベーター交換工事が増額率を大きく引き上げた原因になっています。

　次に、固定資産購入費でございますが、備品購入費で232万7,000円となっておりますが、備考欄記載のとおりの機器類購入を予定しております。

　医療機器購入費は859万9,000円で、化学分析装置２基と輸血保管用機器を補助事業による新規購入を予定しております。

　次の企業債償還金の1,795万2,000円は、備考欄記載のとおり２種類の償還金の合計でございます。

　なお、収入が支出額に不足する額の4,282万2,000円につきましては、建設改良積立金及び過年度損益勘定留保資金にて補てんを行う予定でございます。

　12ページをお願いいたします。資金計画でございますが、表の中央、当年度予定額では、受入資金が５億2,075万4,000円で、支払資金が４億8,159万8,000円で、差し引き3,915万6,000円となる予定でございます。

　13ページをお願いいたします。給与費の明細書でございます。

　表の中ほどの比較の欄でございますが、全体の職員数は28名で、変更はございません。給与改定等に伴い前年度比、給料で74万8,000円の減、手当では、地域手当の支給率改正、期末勤勉手当の支給月数改正による減、人事異動、医師数の増によるもので、手当全体では179万円の増額となりました。詳細につきましては、次の手当の内訳欄の記載のとおりでございます。

　法定福利費では64万5,000円の増、合計で168万7,000円の増となっております。

　次の14ページから19ページまでのそれぞれの名称につきましては、説明を省略させていただきます。

　次に、20ページから22ページまでは平成23年度貸借対照表、23ページから24ページまでは平成22年度の予定損益計算書、25ページから27ページまでは平成22年度の予定貸借対照表となっておりますが、それぞれの表につきましては、説明を省略させていただきますので、よろしくお願いいたします。

　以上で議案第26号の説明を終わります。

○委員長（清水　典子君）　以上で議案第26号の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開といたします。

午前10時58分　休憩

午前11時15分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより３月15日の本特別委員会第１日及び本日説明を受けた各議案の質疑を行います。

　まず、議案第19号　平成23年度奥多摩町一般会計予算の質疑を行います。

　初めに歳入の質疑を行います。

　なお、答弁説明者にお願いします。歳入の質疑ではありますが、歳入の項目及び質疑によっては歳出と関連する、または適応する事業が多くありますので、歳出に連動する事業の歳入の説明については、各事業内容等を理解しやすくするために歳出のページを示した上で、歳出も含めて一括で答弁、説明をお願いします。

　また、質問される委員にお願いします。ただいま説明者に理解をしやすい説明をお願いしましたが、説明者が質問内容を十分理解できるよう、１回の質問に対し、多くとも３項目までとし、答弁漏れのないよう、理解をも深めるためにもご協力をお願いします。また、ページ数も明示いただければ、さらにわかりやすいかと思います。

　それでは、歳入について質疑のある委員は挙手を願います。７番小澤委員。

○７番（小澤　春義君）　それでは、歳入の中の、ページ数は18ページになります。無線システム普及支援事業費ということで、この間、説明を受けましたが地デジ対応ということでございますが、登計の一部分と弁天の一部分が氷川局からの電波が受けられないと。愛宕山の陰になって受けられないということで、登計の方も上の方はテレビ組合で、もうちゃんと映るようにしましたが、氷川テレビ組合に入っている人たちが対応ができていないというようなことの説明でございます。この対応については、どのようなアンテナで対応できるのかどうかを知りたいと。

　それともう１つ、氷川以西に多いと思うんですが、氷川以西のうちでまだ地デジ対応になっていない場所があるのかどうか。それも今後どのような対応をしていくのかお聞かせ願えればありがたいなと。

　それともう１点、18ページの観光施設使用料について、金額的ではないんですが、指定管理者になって新しく、また使用料を払う時期もだんだん近づいてきているのかなと思います。丹縄亭と、あと青目立不動尊お休み処、そこの、金額的にはどうということはないんですが、ここの営業内容等がわかったらちょっと教えていただきたいなと。

私も、お休み処は何回か行ってみているんですが、どうもあそこまでお客が行くのがなかなか大変かなと思われることもありますし、３回ぐらい行ったんですが、１回は、ちょうど定休日だったのかもしれませんが、休みで、あそこは上がり口の所へ、そういう場合は看板でも出しておくとすごく親切なのかなと。また、定休日という看板があれば宣伝にもなるのかなと。この上の方で手打ちそばをやっているところがあるんだとか、そんなところも、このごろはどうかわかりませんが、定休日の場合は、国道411号上がり口辺りに大きな看板で「お休み処がありますよ。だけど今日はお休みですよ」という看板を出しておくと宣伝にもなるんじゃないのかなと。

　それともう１つは丹縄亭ですが、丹縄亭も私１回寄ったんですが、お客も余りどうも、どうなのかなと思って、営業内容をちょっとお聞きしたいなと。その２点でございます。

○委員長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、小澤委員のご質問にお答えいたします。

　まず、地デジの関係の登計・弁天テレビ組合の件でございますけれども、この200万円につきましては、現在も現場でＮＨＫが電波の受信状況を精査している状況でありまして、仮に登計・弁天地域の１世帯でも受信が困難な世帯があった場合には、氷川テレビ組合の今ありますアンテナを改修すると莫大な費用がかかって、これが組合の負担になってしまうということで、１つの案として、ＮＨＫから相談がございまして、もし、登計・弁天地域で世帯の受信が難しいような場合には、200万円を総務省が、この場合にはテレビ組合に負担するので、その予算について先に担保をしておいてほしいということでございます。

　既に、道路沿いの登計・弁天地域でも個別のアンテナで見られている方もいると思いますけれども、場合により、今、小澤委員から言われましたけれども、小澤委員の数世帯が既にもともと共同アンテナ組合をお持ちでございまして、ここで地デジに切り替えていると思うんですが、万が一、小澤委員宅付近の１、２世帯が見れないという状況で、あとは全部見られるようになりましたら、場合により、既に小澤委員宅数世帯で設置をしておりますアンテナ組合に、負担金をその世帯でお支払いいただいて見るという方法もあるというふうに、今、聞いております。

　それと、まだ地デジ化がされていない地域でございますけれども、私どもでとらえている情報ですと、現在、中山・水根テレビ組合、原・川野・留浦の川野テレビ組合、それと峰谷テレビ組合ですけれども、この３組合が、以前にもお話をさせていただきましたけれども、トンネル内を通過をさせてケーブルをはわせなければいけないということで、西多摩建設事務所に今、ＮＨＫで申請をしておりますけれども、なかなか工事が混み合っているという状況で、７月の地デジの切り替えに間に合わない可能性があるということで、この場合には、衛星アンテナ、ＮＨＫの負担でパラボラアンテナを各世帯につけて見られるようにしますということでございます。

　また、登計・弁天地域、最悪になっても、同じように衛星アンテナをＮＨＫの負担でつけて７月には切り替えができるようにということで、町内に限っては全世帯が７月24日以降の地デジの切り替えには支障がありませんというふうに聞いております。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、続きまして、２点目の観光施設使用料等の関係にお答えいたします。

　ご質問の丹縄亭と青目立不動尊休み処でございますが、丹縄亭につきましては、昨年から開業ということで、まだ１年経っておりません。うちの方に経営状況等の実績報告がまだ来ておりませんので定かなことは申せませんが、ただ、経営者の方は努力いたしておりますし、地元の食材等、またお昼からの昼食も、適当な値段等で提供されているということで、利用される方にはなかなか金額的にも、また内容的にも好評というふうな話は聞いております。ただ、全体的な営業状況というのは、ちょっとまだ１年終わっていませんので、手元に来ておりませんので、何とも言えません。

　それと、青目立不動尊につきましては、現在２年目ということでございます。当初の目的が、むかし道の途中にあります休み処ということでございますので、むかし道をご利用される方に寄っていただける場所という形になっていたんですが、むかし道を歩く方は比較的、奥多摩を歩く方全体的に言えると思うんですが、やはり飲み物、食べ物を持ってくるということが多いような状況を聞いております。その中で休み処に寄られる方、歩いている方全員が当然寄るという形じゃないと思いますが、指定管理者の方も努力されて経営に当たっているということでございます。

　特に委員ご質問の、おそらくロータリーの近辺という話だと思うんですけれども、指定管理者の方で表示はしていると。ただ、目立つか目立たないかという問題はございます。ただ、指定管理者の方でロータリーの所に「営業中」とか「本日休業」という表示は、たしかしているとは聞いております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　智君）　１つだけちょっと気になることがありますので、１つだけお聞きします。

　ご存知のとおり、大変な地震騒ぎが今上がっているわけですが、全国を今駆け回っております。そういった中で、今回のこの予算編成においては、前年に踏襲して大体国との折衝等されてこの予算がもらえたんだろうと思いますが、その時点では、まだあの災害の騒ぎはありませんので、国の指示というのも特になかったと思いますけれども、その後、あの騒ぎでございまして、新聞なんかを見ると、この災害対策に子ども手当、あるいは高速道路無料化そういったものを振り向けてでもやらなければいかんと。当然だと思いますけれども、そんなニュースも出ているところでございますが、財政を運営するには「入りを図って出を制する」というのが、これは基本でございますけれども、私どもの町のように国都の支援が６割以上ということの中で、これが今後またどういうような形で動いていくのか。平成22年度の補正を見ましても、最終的にはかなり減額補正になっておりますけれども、そういったことを含めて、今後これがどうなっていくのかなという、この予算的なものが項目よりもトータルで私一番気になっているところでございますけれども、特にその後、国の方から、あるいは都の方から何か指示とかそういったあれがされていないかどうか。

　それと、企画財政課長、この予算等の折衝段階で国の方から何か特別な指示その他があったかどうか。

それと、また今回のこの交付のいろいろな団体の中では、今までなかったような新しい動きの中で今回こういう指示がされているよというようなことがあったら、そういったことも含めて全体的な流れを、私は、数字云々よりもこれからの流れが一番心配になっていますので、その辺をひとつ、課長の判断で結構ですけれども、今まで整調した段階の中でひとつ是非知りたいということでございます。

○委員長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡　智委員のご質問にお答えいたします。

　ここで発生しました地震ですけれども、その前に国都から特別に平成23年度の予算について指示があった件につきましては、２点ございます。

　まず、地方交付税でございますけれども、ご存知のように地方交付税につきましては、94％が普通交付税、６％が特別交付税で交付をされます。しかしながら、近年の地方の財政が逼迫しておりますので、今後３年間におきまして、まず特別交付税の６％を段階的に平成23年度、今年度は５％にして、次の年度、平成24年度は４％にするということで、この特別交付税の２％を削減した分を、当町のような財政力の弱い自治体に対して、普通交付税でさらに上乗せをするということを聞いております。

　それともう１点が、臨時財政対策債でございますけれども、今、財政力が１以上の裕福な自治体もこの臨時財政対策債というのを借りることができます。しかしながら、今後３年間の中で裕福な財政力が１以上の自治体については、この臨時財政対策債というのは借りられないようにするということで、その分、今申し上げましたように財政力の弱い自治体について、さらにこの臨時財政対策債を上げて借りられるようにするということ、２点が既に話がされております。

　臨時財政対策債というのは、よくお話ししますけれども、借りた分の元金と利息を含めて20年間でこれは返済をしますけれども、20年にわたって毎年返済する額については、100％国から普通交付税に算入されてきます。ですから、町の一般財源でこの臨時財政対策債の返済をすることはございません。ですから、当町にとっては、今申し上げました地方交付税と臨時財政対策債については、いいお話かなということです。

　それと、この災害にあたって、今、国都から財政的なお話が急にあるかという部分につきましては、今のところはございません。しかしながら、今、委員言われたように、子ども手当を取り崩しても、高速道路の無料化もすべて投げ打ってまで対策をするというようなお話もされておりますし、また、今後につきましては都の動きもあると思いますので、十分に注視をしてまいりたいというふうに考えております。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　１つは、先ほど師岡委員からもお話がありました東北地方太平洋沖地震発生による町に対する対応ということで質問します。ダブルことはないんですが、ちょっとこの中で町として独自に今後、救済を含めて検討を考えている。どのようなことを現時点で考えているのかということをご答弁いただきたいというふうに思います。まさに悲惨な状況で、まだ１万人以上の方が見つからないというような報道もされておりました。

　それから次は、ページ数では12ページですが、地方消費税の交付金6,900万円、端数はありますが、出ております。これも町がどうこうということではないんですが、私としては、この積算がどのように計算されて出てくるのかと。消費税は今５％、将来というか、10％の消費税をというような声も財界を含めてあるんですが、その１％が、５％の１％が地方に交付されると。では、全国に都道府県含めて市町村等があって、この１％というのがどういう積算というのか、出てきているのかということであります。そのご回答をいただきたいと。

　それから、次に、先ほどお話もありましたが、地デジ放送の問題であります。歳出の方にも各所にこの地デジの設置をするというふうな報告がありますが、この問題で、先ほどのご答弁もありましたが、私は、そういうことでなくて、もう既にやられているのかどうか。例えば、全世帯員が町税の非課税の家庭の世帯は、要するに、無料という制度があると。必要書類という形で、家庭全員の住民票の写しを提出することだとか、全員非課税の証明書、こういうものを出せば無償給付がされるというふうに言われております。これは、もちろん町の仕事ではないといえ、先ほどの話もあるように、映らない地域なり、またそういう問題があるわけですから、もしやっていないとすれば、町がそういう地域を調査をして、私は、無償提供にされるような仕組みがつくれないのかどうかということであります。

　そういう意味で、是非その点の見解と、もしやっていないということであれば、緊急に私は、広報等で、もう既に設置しているご家庭も多いというふうに思いますけれども、無償でできるということになれば非常に助かるわけですから、その点をご見解を伺いたいということであります。以上。

○委員長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、島崎委員から３点ほど質問がございましたのでお答えをいたします。

　まず、この大災害についての町の対応、どのような検討、対応を考えているのかということでございますけれども、昨日も課長会議の中でありましたけれども、町としましては社協を通じまして全住民皆さんに募金活動をする考えでおります。

　また、役場に急に募金ということで持って来られる住民の方もおりますので、住民課の窓口には募金箱を設置をいたします。

　次に、地方消費税交付金でございますけれども、これは、平成９年から導入され、消費税額の25％、また消費税率で換算しますと１％に相当する額の２分の１を市町村に交付がされます。

　交付基準につきましては、さらに交付額の２分の１を人口割で、さらに２分の１を事業所統計調査による町内の従業者数で按分交付をするということで、非常にわかりにくい交付金でございますけれども、そのようにご理解をいただきたいと存じます。

　それと、最後の住民税非課税世帯の地デジチューナーの配布につきましては、その大部分の予算が国で平成23年度予算で組まれております。今のところ、このような大災害の中で国としてもテレビ等で対応ができていない部分が十分にございますけれども、まずもって平成23年度予算が国で可決をされて、そして市町村には、いずれにしても、うちの場合には町内に600世帯、非課税世帯がございますので、それらの世帯にすばやくこれらの情報を広報や短波で周知をしまして、そして、あくまで申請制度でございますので、多くの世帯がもう既にテレビを買われている世帯もあると思いますけれども、町でも十分なこれにかかる周知は今後してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、私の方からは、福祉の観点で若干ご説明を申し上げますけれども、ただいま企画財政課長の方からお話がございました義援金でございますけれども、前回、平成19年の新潟県中越沖の地震の場合も、義援金の受付はさせていただいております。そのときには、町全体で48万7,000円ほど義援金をいただしております。今回、町と社会福祉協議会、そして自治会と三者の連盟で、ここで義援金の受付についてということで、早速全戸に回覧をさせていただきたいというふうに考えております。

　なお、昨日でございますけれども、住民課の総合窓口、あるいは古里出張所、あるいは保健センター、それと社会福祉協議会において、募金箱を設置するとともにご芳名をいただく名簿等の記載の様式を配布をしております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。１番師岡委員。

○１番（師岡　伸公君）　それでは、２点お願いいたします。

　ページ、13ページ、民生費負担金の中で児童育成費負担金のところで放課後児童健全育成費、学童保育会のことがここに掲載されています。現在の状況と、それから今後の方向についてお伺いしたいんですけれども。

　今、町では子育て支援で11項目、非常に他の市町村では見られない手厚い事業を展開しておりますけれども、現実的に、これから小学校に上がって学童にお願いするという親御さんもここで何人もいらっしゃいます。一番の悩みはやはり時間の問題で、どうしても仕事に早く出る時には何とかならないだろうかという現実的なお話もここで受けております。ファミリー・サポート事業との併用ですとかいろんな形で考えて、それから、また親御さん同士で情報交換をして、こういう方法もあるよというふうなことでいろいろ検討はしてくださっているようなんですけれども、やはり連れて行った時に、どうしても学童保育所の前で子ども１人で待たなくてはならない、もしくはご近所の方に頼んで保育される方がいらっしゃるまで待たなくてはいけない。それから、帰りにつきましても、どうしても仕事が急に遅くなって、子ども１人でとりあえず待機、もしくは１人で帰宅するというふうな実情も若干見られるようであります。

何とかこの手厚い子育て支援策の中にもう１歩踏み込んでいただいて、この時間についての拡大を何らかの方法でしていただけないかというのが、これからこの地に住んで子どもを育て、また自らも町の中で、もしくは町から働きに行きたいという親御さんの切なる希望でございますので、ここをひとつどういう状況であるか、よろしくお願いしたいというのが１点です。

それから、16ページ、証明手数料その他のところなんですが、今こういう事態においていろんな形でシステム化されいるがゆえに大変な事態もまた今起こっているんですけれども、この証明手数料その他がいわゆる手書き等ではもう実際にはできなくなってしまっているのか、その辺の可能性をお聞きしたいと思います。

以上、２点です。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　１番師岡委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　私の方からは、学童保育の充実をということでございますけれども、現在、学童保育には、ここにも載っておりますけれども、氷川、古里合わせてそれぞれ35名ずつ70名を予定をしてございます。これは実績に基づくものでございますけれども、この学童保育の充実というお話の中で、私どもでは、朝、お母さんが預けて、あるいはお父さんが預けてお仕事に行く時間の移動距離があるということで、朝の時間を30分拡大をしてございます。従来８時半のところを、今、８時からということで早朝の時間拡大をしたということでございます。

　今お話の放課後のこともございますけれども、放課後につきましては、現在、古里には子ども家庭支援センターがこの４月１日から開始をするという中で、１階の奥の談話室を職員が閉庁後、５時15分から７時まで開いておりまして、そこにはシルバー人材センターへ委託をさせていただきます警備員を配置をしておりますので、安心して19時まで預けることができるようになります。

　また、氷川につきましても、現在、福祉会館の１階、ふれあいの間でございますけれども、ここで改修工事が終わりまして、より使いやすい形で子どもさんから高齢者の方まで、あるいは障がい者が使いやすいようにということで段差も解消して、ここでフローリングで一体化しております。裏の庭も遊べるように遊具等の設置も考えております。ここにつきましても、警備員が夜10時までいるということでございますので、その中でお子様に安心して待っていただけると。電車あるいはバスを待っていただけるということで、そういう形で整備をしております。

　学童保育については、以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　それでは、師岡伸公委員の２点目の証明書は手書きで出せないのかということなんですが、今、戸籍も住民基本台帳もすべて電算化されております。ペーパーレスでやってきましたので、今は出せません。ただ、税証明についてはペーパーで一度出してありますので、お時間をいただければ出せるということでございます。

　夜間とかに死亡届を出される時は、受付は一応できますが、証明書類はお出しできないということになっておりますので、ご理解のほどよろしくお願いします。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。10番村木委員。

○10番（村木　征一君）　11ページの入湯税につきましてお聞きをしたいと思います。

　こういう時代でございますので、宿泊する人あるいは日帰りの施設に来る人が当然減っているのではないかと思いますけれども、この予算を見ますと、前年比78万7,000円の減ということでございますけれども、これは３月の補正予算を見ますと、ここで減額をしておりますので、ほぼ実績に近い形で当然、予算化をしたのだというふうにわかりますけれども、是非せっかく立派な温泉施設もあるわけですから、なるべく大勢の人に来ていただきたいということから、町としても１人でも多くの人に来ていただくように努力をしていただきたいなと、こんなふうに思っているところでございます。

　近隣の丹波や小菅の施設につきましても、私が好きでよく行くものですから聞いてみますと、相当お客さんが減っているという話をしていました。もえぎの湯も時々行ってみますと、以前から比べると減っているのかなとような感じがいたしますけれども、是非そういう意味からも、なるべく大勢の人に来ていただくように町としても努力をしていただきたいと、こんなふうに思います。

○委員長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　それでは、入湯税の税収の推移を私の方から答弁させていただきます。

　入湯税については、平成14年度から課税させていただいております。平成15年度に最高の税収があったということでございます。平成15年度では1,027万9,750円という税収がございました。平成14年度については、申し訳ないですけど11か月、４月から始めましたので、申告が５月なものですから、そんな形になっております。平成15年度以降、徐々に減ってきているということでございます。平成21年度の決算では、666万1,450円ということであります。

　施設数も、やめられている方がおられまして、若干減ってきているんですが、一番今、入湯税で税収が多いのが70％がもえぎの湯で、50円のもえぎの湯が一番納めていただいているということでございます。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、私の方から、もえぎの湯の利用者誘致の部分でお答えをさせていただきます。

　もえぎの湯につきましては、ここ何年かは年間10万人から11万人で利用者は推移しております。これにつきましても、最近この近隣に入浴施設が増えたということで、開館当時に比べますと当然下がっておるんですが、今申しましたように10万人から11万人のご利用者の方はお出でになるということになっております。

　平成23年度予算にもえぎの湯の木質バイオマスボイラー設置工事の関係を計上させていただいていますが、設置後には、今皆さんも環境問題にお詳しく、またどうなっているのかというような部分もございますので、木質バイオマスボイラーを設置後には、もえぎの湯の入り口にＣＯ２の削減関係等を表示して、ご利用者の方に意識を、啓蒙啓発を行っていきたいと考えております。

　また、予算の関係もございますが、できましたら駅前の観光案内所等にも、現在のＣＯ２の削減状況等を表示できれば、利用者の方が、ご利用いただくことによってご利用者の方もＣＯ２を削減しているというような効果もあらわれると思いますので、それらの方法をできる中で考えていきたいと思います。

　それと、実際にもえぎの湯の運営にあたっています奥多摩総合開発も、ホームページ上でいろんな情報も発信するようになっております。このようなことを有効的に活用しながら利用客の誘致に努めてまいりたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　　智君）　もう１点だけ、ちょっと気になることがございますのでお聞きしたいと思いますが、今、世相からこういう問題が出てくるんだろうと思いますけれども、21ページを見てください。金額的なことではございません。

　毎年気になっておりますが、行旅死亡人の取扱料で、今年も81万8,000円、何名ぐらい予定しているのかわかりませんが、その項目の一番下に自殺対策事業費という今まで余りなかった項目が出ております。世相では、30代の自殺者が増えているということで、今、国でも年間３万人も自殺者があるんだということでは、国でも大きな問題になっているようでございますが、今回、これに関連して負担率としては10分の10で金額的には大したものではございませんけれども、この２つは、私は非常に大きな関連があるんじゃないかと思っております。特に奥多摩なんか、今まで、非常に自殺の名所とまでは言いませんが、いろんな形で多くの方がそういうことで、観光立町を唱えている奥多摩にとっては余り名誉なあれじゃないなという、気にしているところでございますけれども、これについて何か今回こういった項目も出ておりますけれども、具体的に町としても是非大きくＰＲして、奥多摩で自殺者等が１名でも少なく終わるように、是非何かの形で方策を取ってほしいなということでございますけれども、これについても何か具体的な今現在、考え、あるいは町としてこうしたい、こういうＰＲをしたいという何かあれば、是非ひとつどんなお考えを持っているか、この件についてお聞きしたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　11番師岡委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　まず、１点目の行旅死亡人の関係でございますけれども、例年、予算上は５名を見込んでおりますけれども、この平成22年度には、実際９名ありまして、暮れに第４回の定例会で補正をさせていただきましたけれども、平成23年度については、改めてまた５名を予定をしております。

　町にいらっしゃって自殺をされる方、これは平成21年度には30名いらっしゃいました。これは町の中で町民がという意味ではなくて、来られて亡くなられる方が30名ということでございます。

これに対して、ここで各５駅ございますけれども、駅前に「ちょっと待ってくれ」と自殺予防の立て看板を設置したところでございます。この事業は来年も予定して、新たに別の場所にも看板を設置したいというふうに考えております。

２点目のこの自殺の対策の方でございますけれども、ここ数年来を見ますと、町民の方で自殺をされる方が平均で３名いらっしゃいます。これは東京都が全国の都道府県の中では最も高い割合でございますけれども、対10万人の比にいたしますと、それのさらに倍が奥多摩町という実情でございます。

先般３月５日の広報と一緒に、こういう自殺防止の「気づいて命の大切さ」というパンフレットをお配りさせていただいておりますけれども、住民に対して、あるいは町にいらっしゃった方に対してこのＰＲをして予防を図っていきたいということと、住民に対してはゲートキーパーの養成講座というのを、町の職員がゲートキーパーの指導者の資格を持っておりますので、町民を対象にこのゲートキーパーというものを養成をして、普段身近にいらっしゃるそういった素振りのある方、あるいはうわさで聞いたとか、そういうお話のある方のところに伺って、あるいは相談を受けて、自殺の予防について進めてまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○委員長（清水　典子君）　質疑はありませか。12番前田委員。

○12番（前田　悦男君）　時間になりましたけど、２点ばかり。

　24ページ、新規事業で高齢者見守り相談事業費という形で新規の事業があります。これは多分、１人家庭というんですか、そこのどういうふうな形で見守って、孤独死とかそういうこともこのごろ増えているようですので、それの対策だと思いますが、どういう内容なのか。

　それからもう１点は、40ページのちょっと中ほどから下段の所、観光施設整備事業費の地域新エネルギー等導入促進対策費補助金、これは多分もえぎの湯のバイオマスに関連しているかと思うんですが、これの内容についてお聞きしたいと思います。

　以上、２点です。

○委員長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時59分　休憩

午後 1時00分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第19号歳入質疑の12番前田　悦男委員の答弁から再開します。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、12番前田委員の高齢者見守り相談事業につきましてお答えをさせていただきます。

　本件につきましては、去る11日の一般質問におきまして、14番島崎議員より高齢者の見守り相談事業の内容はというご質問をいただき、町長よりお答えをさせていただいているところではございますが、改めてご答弁を申し上げます。

　高齢者の在宅生活の安心を確保するため、生活実態の把握、あるいは関係機関との連携した高齢者に対する見守りを行い、緊急通報システムを活用した緊急時の対応など、必要な支援を行うとともに高齢者からの相談を受けて問題解決にあたる相談員を設置するものでございます。

　対象につきましては、高齢者の独居世帯454世帯をはじめ、高齢者のみの世帯というふうに考えております。

　主な事業の内容といたしましては、在宅高齢者の生活実態の把握と見守り、あるいは一人暮らし高齢者等の見守りネットワークへの参加、あるいは支援、それと３点目としては緊急通報システム等を活用して24時間、365日の見守りを行うと。４点目といたしましては、在宅高齢者家族からの相談について受け付け、あるいは対応をしていくという４つの主な仕事がございます。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、私の方から地域新エネルギー等導入促進対策費補助金の関係につきましてお答えさせていただきます。

　この関係につきましては、支出で申しますと、134ページに報償費で木質バイオマス地域循環システム検討委員会謝礼、それと委託料でもえぎの湯の木質バイオマスボイラー管理業務委託関係、それと工事費の方では設置の関係、この辺の関係になりますが、委員ご承知のとおり、新エネルギーにつきましては、太陽光・風力・水力、またバイオマス関係のエネルギーを使って地球温暖化防止を行う場合に出る補助金という形になっております。

　この40ページの地域新エネルギー等導入促進対策費補助金でございますが、これにつきましては、大元でいいますと経済産業省の資源エネルギー庁で行っている助成でございます。ただ、窓口としましては、独立行政法人になるのか、ちょっとそこは詳しくわかりませんけれども、新エネルギー導入促進協議会という協議会がございまして、ここが窓口になりまして、申請また交付等を行うという形になっております。

　今回の木質バイオマスボイラーの設置につきましては、基本的にはこの新エネルギー等促進対策費補助金4,400万円と、東京都の関係で29ページでございますが、商工費都補助金の中に地球温暖化対策等推進補助金がございますが、この部分を活用しまして木質バイオマスボイラーを設置する予定でございます。

　なお、40ページの補助金につきましては、今申しましたように新エネルギー導入促進協議会が窓口になっておりますが、東京都につきましては環境局の環境政策部の補助金で、ここに書いてありますように10分の10の補助をいただいて設置するという形になります。これを使いまして木質バイオマスボイラーの設置と、あとボイラーを動かすためのペレットの供給等の循環システムを検討していくという内容でございます。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに質疑は。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第19号の歳入についての質疑を終結します。

　次に、議案第19号の歳出についての質疑を行います。歳出は一部を除き款ごとに行います。

　はじめに、款の１議会費、款の２総務費について質疑を行います。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　ページ数では45ページですが、単純なことです。臨時職員の賃金の問題でご質問します。

　570万円の賃金が払われておりますが、今、何名なのか。それから、常勤の方がどのくらいおられるのかということです。

　次に、52ページですが、帰宅困難者等対策支援ということでございますが、これはどういう趣旨の中身なのか。説明があったかと思うんですが、平均皆さん早口で、こちらがメモすることができないような状況もありましたので、お願いをしたいと。

　それから、57ページです。日向の人道橋のことです。これが設置工事ということですが、これの概略説明、どのような勾配で、川側の方の基礎はできているようですが、それから階段というか、陸橋がつくられて上の道路につながるようになるんだと思うんですが、その点をどのように、いま少し詳しく報告していただきたいと。

　それからもう１つは、日向の人道橋との関係というか、当然、主にこの人道橋を使う方は日向住宅に住まわれている方がほとんだというふうに思われますが、この住宅問題で、実は、私も再三担当の方には要請、要望なりをしていたんですが、特に夜間、朝方も通勤される方があそこに、主に軽自動車ですが、みんな駐車をしてしまうと。結局、駐車場はもう満杯ですからとめる場所がないものですから、あの道路沿いにとめられてしまうと。一時、町の方でも駐車禁止というポスターというか一定のものを張ったりしたんですが、全然効き目がなかったような感じです。毎日、私は点検しているわけじゃないんですが。

そういうことで、実は、ここに住まわれている方で救急車を呼んで、救急車が来るということは消防車も来るわけですよね。どっちが早いかは。救急車はその時、奥多摩町になくて青梅から来て30分ぐらいかかったそうです。そういうことで、応急措置は奥多摩の消防署の人にやっていただいたと。結果的には、救急車で青梅総合か、ちょっと病院はわかりませんが行ったと、こういう状況でした。結果的には、消防車なり救急車があそこでＵターンする場所がないんですね、結論的には。それは、ある程度無理をすれば回る所はゼロということではないんですけどね。あそこでＵターンをして消防車は帰ったそうですけど。どういうふうに運転をしたか。その辺、私は現場を見ていませんが。私は、以前から救急車や消防車等があそこに入ってきて、車がとめられていたら非常に大変な思いをするんだと、事故が起きてもおかしくないというふうに町の方にもお話ししていたんですが、是非駐車場を、あのちょっと先に行った下に空き地があるんですね。もちろん個人の私有地でしょうから勝手にというわけにいかないんですが、そのほかにどこにあるのか。

以前は上っていって、駐車場が何台か置けるところがあって、その左に３、４台かしら、置いてあった時がありますよね。ところが、上から落石があって地主さんとトラブルがあって、地主さんが貸さないといわれてという事故もあったようです。

そういうことを含めて何とかここの道路を、町道でありますから町の責任で、こういう事件や事故があるときに、やはり救助の手が差し伸べられることが重要かというふうに思いますので、是非その辺を要請をしておきたいというふうに思います。もちろんご答弁があれば是非していただきたいというふうに思います。

以上。

○委員長（清水　典子君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　まず、私は、14番島崎委員の、45ページ、臨時職員の賃金の人数等についてでございますが、ここで言われている臨時職員につきましては、総務関係では、総務課、企画財政課の臨時さん、それから、防災の広報の臨時さん、それから選挙、それから議会等の臨時の職員が入ってまいります。

　それで、もう少し細かい数字をお示ししたいと思いますので、次の機会までお時間をください。お願いします。

○委員長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、２点目の予算書の52ページ中段にあります帰宅困難者等対策支援補助金の100万円について、もう一度説明を申し上げます。

　ご存知のように、本年１月から京王タクシー、毎日365日間、終電車までタクシー１台を常駐しておりましたけれども、昨今の経営難によりまして撤退をしてございます。そのために平日に限りまして住民皆さんの足として今後も終電になるか、もう少し早くなるかわかりませんけれども、今、タクシー事業者と協議をしておりまして、引き続き、夜間に１台が常駐をいただけるよう協議をしているところでございます。なるべく早く復帰ができるよう、早急に協議をして結論を出してまいりますので、ご理解をいただきたいと存じます。

○委員長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　島崎委員さんの方から２点ほどご質問をいただきました。

　まず、１点目の日向人道橋の概要説明ということでございます。

　今現在、日向の住宅から国道まで下りる勾配が約30％前後から35％近くの勾配がありまして、非常に危険だということ、それから幅が狭いということで、自転車で下りられる方も現在いらっしゃるんですけれども、非常に下りるにも大変だということがございます。また、下りた所から対岸に歩道がもえぎの湯から来ているんですけれども、そこへ渡るのに氷川トンネルの方からカーブになっていまして、見通しが非常に悪いということで、今現在、毎朝海沢の駐在さんに交通整理をしていただいて学童の交通安全を図っていただいている状況なんですけれども、ただ、朝だけで、帰りはその辺の対応ができないということで、帰りの交通安全も含めて地域それからＰＴＡから要望がございまして、ようやくここで歩道橋ができるという運びになりました。

　その歩道橋につきましては、今現在、もえぎの湯から青梅方方向へ歩道がありますけれども、その終点からで一度青梅方向へ階段で上がりまして、Ｕターンをしましてまた戻るような形になります。それで、上り切ったところで水平に国道を渡りまして、それで渡ったところが日向側の斜面になりますけれども、そこから今のスロープが幾らか緩くなるような形で取り付くというようなことで考えております。

　幅員的には約２メートルぐらいの歩道を考えておりまして、自転車も押して上り下りできるような形で考えております。それから、勾配が大体25％ぐらいの勾配でできるかなというようなことで今、考えております。

　そういうことで、人の交互通行というんですか、自転車も人もすれ違いができるというふうなことで歩道の計画を考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

　それから、２点目の日向住宅の夜間の町道に駐車して困るということで、これにつきましては、以前からも住民の方は違法にとめているということで、これについても看板を設置したり、あるいはビラを配っておりますけれども、モラルが非常にできていないと、そういう理解ができない人がいらっしゃるということで、その方にも再三お話もさせてもらってはいるんですけれども、なかなかその時はすぐ移動したりしている状況ではありますけれども、また少し経つと駐車をしてしまうというようなことで、近くに空きの駐車場があることはあります。ただ、その駐車場というのが、先ほど島崎委員さんのお話がありました落石で車が損傷して、地主さんにその補償を要求したという地主さんが持っている駐車場でございますので、なかなかそういうところも地主さんのご理解が得られないというふうな状況ではおります。

　以前もこのようなお話を島崎委員さんの方からお話がありまして、奥多摩駅付近の駐車場も借りていらっしゃる方もおります。そういうことで、少し遠くてもそういう方もいらっしゃることでございますので、そういうお話を町としても住民の方にも一応お話ししておりますので、今後も、そういうことでモラルを守っていただくようなことで今後も対応していきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。10番村木　征一委員。

○10番（村木　征一君）　56ページの庁用バスの管理委託料があるわけですけれども、もしわかりましたら、年間の稼働日数等につきまして教えていただきたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　10番村木委員のご質問にお答えをいたします。

　庁用バスにつきましては、平成11年度に町の事務事業の効率的な執行を図る目的で29人乗りのマイクロバスを購入いたしまして、その運行につきましては、朝日運輸さんに委託をいたしまして運用をしてまいりました。その使用につきましては、庁用バスの使用条例を制定いたしまして、使用の範囲、運行の範囲を定めまして、公用または町長が定めた団体に対しまして利用をしていただいておるところでございます。

　委員のご質問の年間の使用状況でございますが、平成20年には公用が93回、実費で11回の計104回、平成21年度では公用が91回、実費が６回、計97回、平成22年度は２月末までの数字でございますが、公用が90回、実費が11回の計101件となってございます。今後も各団体になるべく利用をしていただきやすいような形をとりまして運用を図りたいと思っております。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、款の１議会費、款の２総務費の質疑を終結します。

　次に、款の３民生費、款の４衛生費について質疑を行います。７番小澤　春義委員。

○７番（小澤　春義君）　１点目は、高齢者緊急通報システム事業について、74ページなんですが、あと１点、人にやさしい道づくり整備事業についてお聞きしたいと思いますが。

　私、この緊急通報システムについては、最近、本当にこのシステムをつけておいてやれば１人助かったかもしれないという最近のお話でございますが、つくづくこの事業の大事さがわかったところでございます。先ほど前田委員の質問に福祉保健課長がお答えしていたとおり、この事業についてやはり民生委員の方たちに会議があればお願いしたいなと思いますが、１日でも早く気がつけば、このシステムがあれば、ひょっとすると助かったかもしれないという場面もありましたので、是非この事業は進めていっていただきたいと。

　先ほどのお話の中にも一人暮らしが350人もいらっしゃるというようなことでございますが、その中で何人ぐらいの方がこのシステムを利用されているのかどうかお聞きしたいと思います。

　また、人にやさしい道づくりについても同じことでございますが、この町を愛して、またまちづくりのため、地域づくりのため、この町一本で暮らしてきた人が高齢化になって、どうしても自宅で、自宅から出入りするのにちょっと手すりでもあったらな、もう少し道がよかったらな。ほとんどの奥多摩で住んでいる人は坂道が多い、そんな中で足腰も悪くなり、高齢化も進んでいくというようなことで、このやさしい道づくりはどうしても必要なんだろうとこんなふうに思います。どうかひとつ、もしこの予算で足らなかったら補正でも組んで、もし要望があったら是非ひとつこの事業を進めていただきたいな、こんな要望でございますが、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（原島　　肇君）　私から、７番小澤委員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず、１点目でございます緊急通報システムの関係でございますけれども、76ページをご覧いただきたいと思います。高齢者緊急通報システムでございますけれども、現在、135名の方にご利用いただいております。これについては、新年度でもさらに新規に13台分を見込んでございます。

　また、その下の火災安全システムでございますけれども、こちらについても192台設置をしておりまして、同じく13台を新規に予定をさせていただいておるところでございます。

　見守りのお話をいただきましたけれども、もちろん民生委員さんを始め地域の方々から見守りをいただきたいというふうに、どうしても行政だけで十分にできるというものではございませんから、お願いをしたいというふうに民生委員の定例会におきましても、定例で毎月ございますけれども、折に触れてお話を申し上げているところでございます。

　また、78ページでございますけれども、福祉モノレール等の整備事業費というのが一番上にございますけれども、この中に人にやさしい道づくり整備工事ということと、福祉モノレールの整備工事ということで、両方で750万円ほどの予算を計上させていただいておりますけれども、実際、近年、モノレールの需要がないということで、非常に手すり、あるいは身近な道づくりの整備のお話が非常に多いということでございます。例年４月に開催をされます自治会の連合会の各自治員会議におきましても、私の方から、是非、地域で要望があった折には、書類を上げていただければ対応させていただきたいというお話をしておりますけれども、今回、平成23年度につきましては、現在10か所を予定してございます。小丹波に１か所、日原が１か所、棚沢が１か所、常盤が３か所でございます。それと大沢が４か所ということで、都合10か所を計画をしているところでございます。

　以上でございます。今後ともご要望いただければ、できるだけ対応したいというふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいと思っております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。１番師岡　伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　98ページをお願いいたします。下段の方、感染症予防対策事業の中で子宮頸がん予防ワクチンの接種と、中学生の女子対象に３回というご説明をいただきました。接種と同時にやはりこのことに関する指導、啓発も非常に必要かな、重要なことではないかなというふうに考えますが、教育現場ではどのような形で考えていられるかちょっとお聞きしたいと思います。よろしくお願いします。

○委員長（清水　典子君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、師岡　伸公委員の子宮頸がんに対する教育現場での指導ということでございますけれども、この子宮頸がんワクチン関係につきましては、今年度助成事業があるということで、福祉保健課とタイアップして学校に対して説明をしているところでございます。

　また、各養護教諭の先生には、先日、子宮頸がん関係の講演会、そちらにご出席いただきまして正しい知識を身につけていただき、また、女生徒ということですので、やはり養護教諭の先生に相談される場合が多いということでございますので、学校の方では養護教諭を中心に啓発、あるいはこういう問題に対して啓発をしているところでございます。

　以上であります。

○委員長（清水　典子君）　ほかに質問は。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　１つは、これ私のではありませんが、わかりますか。ちょっと大枠には読み上げます。

　「緊急医療情報キットの支給について」と、これも一人暮らしのお年寄りの皆さんへ町の方から、河村町長から送られてきたものであります。これは今年度予算ということで、あわててというか、発送したようであります。実は、私も知らなかったんです。一人暮らしのお年寄りすべてではありませんが、こういう資料を読んだり見たりするということが非常に困難な人がいるんですね。だれとか、何人とかいうほどではないんですが、非常にこれは、町でつくったものではなくて上から下りてきた１つの資料かなというふうに勝手な推測をするんですが。例えば、このキットという、説明欄もあるんですが、「この緊急情報キットとは、所定の用紙に既往歴、かかりつけ医療機関、ご家族等への緊急連絡先をあらかじめ記入しておき、所定の保管場所（冷蔵庫）って書いてあるんですが、そこに常備しておくことが万一の救急時の適切な医療活動に支援するためのものです」こう書かれていて、裏には、裏か表かわかりませんが、漫画ではないんですが、絵も親切に描かれています。だけど、私のところに訪ねてきた人は、わからないんですね、よく、意味も。

私が相談にのって、私も、見て初めて知ったんですが。やはりもっとわかりやすい親切な、特に一人暮らしのお年寄りということになれば、ある程度年齢も推測できるわけですから。それで、これは申請期限というふうに書いてあって、３月22日と。幾日か前に私はいただいたんですね。多分、発送の着もその時だったというふうに思うんですが。これは後でも当然受け付けますというふうになっていますけどね、何かこうばたばたっとやって、ばたばたっと発送したというような感じがしてならないんです。

特に今、お年寄りの高齢化が増えている中で、先ほども出た450人ぐらいのお年寄りが一人暮らしで生活していると。もちろん十分これ理解できる人もたくさんいるんだと思うんですけどね、もう少しわかりやすい親切な、文章も含めてやってほしいと。実際にはこれがどのような、細かいことは、絵の方ではある意味ではわかるんですが、やはりこれだけで十分理解できるというふうには思えません。ですから、何か方法を考えられているのか。

ただ、これは今年の予算でしょうから、で、お願いしているということですから、是非この辺はしっかりと取り組んでいただきたいと。

それからもう１つは、74ページと、あと80ページに身体障がい者、すべてではないんですが、精神障がい者だとか難病患者だとかいろいろありますが、数字がどうこうではないんですが、ここの主だった数字、例えば80ページなんかで1,900万円、1,000万円、これは8,700万円、1,200万円、こういう大きな数字が載せられております。もちろん説明があったというふうに思いますが、その辺をもう少しわかりやすく、詳しく答弁していただけたらというふうに思います。

以上です。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、14番島崎委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　今、お手元の書類につきましては、まず１点として、これは町が独自で作成したものでございます。これにつきましては、既に日の出町、檜原村で先例がございますが、町においてこの救急の情報キットを支給したいということでございまして、お手元の申請期限が、先ほど３月22日というお話がございましたけれども、これは454名の皆さんに直接行って伺うことができないために、３月28日及び３月30日に、それぞれ文化会館あるいは福祉会館にお集まりをいただいて、その場で実物を見ていただいてお話を差し上げるということで、それの日付をさかのぼっていることで、どうしてもある程度一定の日にちを切らなければいけないと。３か所把握する意味も含めてしなければいけないということで、この皆さんには、それぞれお一人ずつにご自宅宛にお手紙で郵送させていただいた資料でございます。

　今日は１つ実物を持ってきましたけれども、この購入自体は平成22年の12月の定例会におきましてご決定をいただいた補正予算のうちで買わせていただいたものでございます。中ほどにシールが３枚入っておりますけれども、玄関の内側に１枚張っていただいて、あとは冷蔵庫なりに張っていただくということで、これがご自宅の中にあるんだよということを示していただいた上で、この中に、委員さんもおっしゃっられたように、いろんな既往歴だとかかかりつけの医者、あるいはどういう薬を飲んでいるか、持病はどういうものを持っているかということをご記入いただいて保存をしていただくというものでございまして、これについても1年に１回、見守り員とシルバー委託をしまして、中身の更新をさせていただきながら、病状も変わることもあるでしょうし、いろんな条件が変わることもあるでしょうから、そういったことで定期的に更新を考えております。

　ご指摘の案内が不十分じゃないかという点については、今、申し上げたとおり、まずもって皆さんにお一人ずつ郵送をした上で、全体の説明会を２回開催するということでご理解をいただきたいと思っております。

　次に、心障の関係の事業でございますけれども、詳細につきましては83ページをご覧いただきますと各種事業が載ってございますけれども、この事業の中身でございますが、これはそれぞれということでございますが、扶助費をご覧をいただきますと、扶助費で6,287万8,000円という金額で中に事業が載ってございます。施設訓練等施設支援費というのが一番上にございますけれども、これら含めて、青梅市にございますけれども、デイの通所の施設、あるいは町内にもございますけれども、地域支援活動支援センター・カモンミールを抱えておりますが、そういったところでの施設介護、あるいは生活介護ということで、現在、障害者自立支援法が改正をされるということで、改正の途上で旧法と新法の間で両方の制度が並行して進んでいると。

また、それにもまして、今回さらに平成26年には新たな法律へ移行すると。障害者総合福祉法ということで、仮称でございますけれども、こういった法律に移行する中で非常に複雑な仕組みで運営をされております。それぞれ介護施設の状況については平成21年度の事務報告書に内容については載っておりますので、ご覧をいただいてご理解をいただきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ありますか。５番増田　ひさ子委員。

○５番（増田　ひさ子君）　ちょっと今、ページはわからなくなったんですけれども、肺炎球菌とヒブワクチン、それとジフテリアの３種を同時に摂取して死亡事故が４、５件発生したんですけれども、これに対する町での対応はどのようにされるのか教えてください。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　ご質問の内容は98ページで、感染症対策の事業が載っているかと思いますので、98ページの下段でございます。現在、小児用肺炎球菌接種ワクチンで５名のお子さんが命を落とされているという状況を把握してございます。

これについては、去る３月５日でございますけれども、東京都から各医師会を通じて全部の委員に緊急的にすべて中止をしろと。これは２種混合あるいは３種混合以外の単品のワクチン接種も影響がわからないということでございますので、中止をしろという指示が参っております。私どもにも文書でいただいておりまして、現在、町内の医師会を通じてご連絡を差し上げて、打たない状況であるということでございます。よろしくお願いします。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。７番小澤　春義委員。

○７番（小澤　春義君）　衛生費で、やっぱり98ページ、感染予防接種対策事業で、インフルエンザの予防接種事業がございます。せっかくこんないい事業を町でやられているわけですが、私、これももう事例、先日、本当にインフルエンザの予防接種はやっておかなくちゃいけないんだなと。また、かぜぐらいだからとばかにしちゃいけないんだなと、目の当たりにしましたので、是非ひとつ高齢者インフルエンザ予防接種事業には町の広報あるいはいろいろな方面から宣伝をしていただきまして、なるべく高齢者が受けられるように、受けるようにということを宣伝していただきたいな、こんなふうに思います。せっかくこの事業がありますが、何人ぐらいの高齢者が受けておられるか、わかったら教えていただきたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　７番小澤委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　ここに載っております高齢者インフルエンザでございますけれども、65歳以上の方を対象としておりまして、1,430人、およそ65歳以上の高齢者の６割でございます。

　なお、保健所から連絡がございまして、今年の１月後半が流行のピークを迎えたということで、昨年以上のピークを迎えているということで、私どもも広報で２回ほどご案内をさせていただいたり、防災無線を使ってご案内をさせていただいておりますけれども、ここで春を迎えてやや下火になっているという状況でございますが、また、来シーズンに向けて積極的に広報をしてお知らせをしてまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　108ページのごみ処理の問題で、ここの数字ではありませんが、もう奥多摩町の処理場も限界が来ているという話で、既に町の方でもあきる野を中心に３か町村ですか、そこに申し入れをしているというお話も聞きました。そういう点で、それが今どのような進行をしているのか。それから、ごみ処理場の限界、限界ということではないですけれども、あと何年持たせられるのか。いろんな問題が出て修理をしながらあそこの維持管理を頑張っているというお話もあるんですが、是非この辺がどのような見通しで進んでいるのかということでご回答いただきたいというふうに思います。

○委員長（清水　典子君）　河村町長。

○町長（河村　文夫君）　ごみ処理については、議会の中にご報告させていただきましたけれども、西秋川衛生組合に加入させていただくように今、努力をしているというところでございます。

　なお、最終的に地元対策等を含めて、今、努力しているところでございまして、議会の最終日ぐらいには、そのアウトラインがご報告できるのではないかなというふうに思ってるところでございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時から再開とします。

午後１時46分　休憩

午後２時00分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、14番島崎　利雄委員の質疑に対する答弁漏れについて、総務課長から答弁をいたします。総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　それでは、先ほど14番島崎委員よりご質問のありました45ページ上段の臨時職員につきましてご説明をいたします。

　町では、今、臨時職員という方が全員で54名おります。議会事務局に１名、企画財政課に１名、総務課では４名、住民課で２名、福祉保健課で１名、観光産業課は山のふるさと村も含めまして19名、教育課で給食調理員を含めて９名、奥多摩病院で17名となってございます。

　島崎委員からご質問のありました長期という部分では、ちょっと分け方としては委託で来ていただいている、月額になりますが、その契約をしている方が29名、54名のうち29名おります。残りの方は賃金という形で時給で来ていただいております。

　短期、長期という部分では、短期の方は議会開催時に来ていただいている議会事務局、それから選挙関係の時だけ来ていただける職員さん、それ以外の方はおおむね契約の仕方は半年なり１年なりというやり方はありますけれども、おおむね通年を通じて来ていただいているというような分けになります。

　なお、この45ページに書いてある部分の職員でございますが、総務課の職員が１名、住民課の臨時職員が１名、観光課の臨時職員が１名、議会の臨時職員が１名、それから電算入力の職員が１名、以上の５名分となります。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　次に、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費について質疑を行います。10番村木　征一委員。

○10番（村木　征一君）　それでは、何点かお聞きをしたいと思います。

　はじめに115ページ、116ページですけれども、ここに農業振興総務費の中に治助の種芋という原材料費がありますけれども、この治助芋というのは昔から奥多摩地方にある種芋だと思います。今、なかなかこの芋をつくりたくても種芋が一般のところには売っていないという状況ではないかと思うんですけれども、町で、これはどこでつくるのかわかりませんけれども、原材料費でつくってもらった場合、これを増やしたらどうかと思いますね。増えたやつを希望者に配布をして増やしていったらどうかと、こういう提案でございます。

　それから、116ページに観光用ワサビ田の整備工事、これ1,000万円を計上してございますけれども、この場所がどこなのか、あるいはその用地は借地なのかどうなのか。それからまた、どういう形で観光用として利用するのか、その辺をお聞きしたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　10番村木委員のご質問にお答えしたいと思います。

　まず、１点目の治助の種芋のご提案でございますが、これにつきましては、今年度より実際には始めております。中心となっていただいているのが、小河内地区の方ということで、今、生産していただいていますが、将来的には、まだ生産して量がそんなに治助自体がとれないという、収穫ができないというようなこともありますので、まだ２、３年先の話になるとは思いますが、当然、食べてみて煮崩れしないというような部分もありますので、これを使ったジャガイモの料理等も今後検討していかなきゃいけないんですが、そこいらの治助の販売、また種芋として翌年にまた増やしていただくというような部分も当然検討していく部分になると思います。

　現在は、その栽培者の方たちに栽培していただいておりまして、もう少し種芋としてのジャガイモを増やしていこうという段階でございます。平成23年度にこれをまた行いまして、収穫量によりますけれども、場合によったら、早ければ平成23年度ぐらいから販売ができるのかなと考えております。いずれにしろ、あと１、２年、もしくは２、３年お時間をいただきまして細かいところを詰めながら、最終的には販売という形にさせていただきたいと考えております。

　それともう１点のワサビ田の関係でございますが、委員ご承知のように、奥多摩の特産品の１つでありますワサビということで、これは東京都では当町だけが、極端にいえば当町だけが栽培しているような部分でございます。この東京都でもワサビが栽培できるというようなことを考えまして、これを観光に生かせないかという部分で考えております。

　この観光用ワサビ田の内容でございますが、伊豆とか長野という部分でも、ワサビの栽培はこういう場所でこんなつくり方、こういう田んぼで、こういうつくり方をしているんですよというようなことを、観光的にも見せておりますので、それを１つの参考として考えていきたいと思っております。

　場所でございますが、奥多摩町の入り口でございます梅沢・丹三郎地内を現在では考えております。ただ、これについてはまだ地主さんとの最終的な交渉は、当然、予算も絡みますのでできておりません。これにつきましては、新年度予算の可決をいただいた後、４月以降、地主さんとの最終的な交渉を行っていきたいと考えております。現在の段階では、土地につきましては、地主さんとの交渉はございますが、借地等で考えていきたいと思っております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。６番竹内　和男委員。

○６番（竹内　和男君）　今、村木委員さんが質問されたのとちょっと関連するんですが、今、観光産業課長が答弁されましたように、このこともそうですが、ワサビ組合としては販路の関係、これはいろいろな面で私も、ＪＡさんをはじめとして、あちこちいろいろな面で交渉なりそういうことをやってきているんですが、日向和田にカネクワサビ屋さんというのがあるんですが、そこの専務さんが、恐らくこれは町長ともお話をされたということも聞いていますけれども、３、４回いろいろな話を、奥多摩のワサビをどういうふうにしたら販路、売れ行きが変わってくるのかなという話をしますと、必ず「観光バスでワサビ田が見学できる、奥多摩もこういうふうにワサビ田があるんだよということを見せる場所が必要です」と言うんですね。ですから、それは確かにそうなんですけれども、特に奥多摩は山の中へ入った沢伝いを、そういうことでは林道、いろいろやってもらっていますけれども、林道を入って行かないとワサビ田が見えない、そういう部分であるので観光バスではとにかくそういう場所がないというようなことを話しているんですが、そういうことで恐らく、今回、観光産業課長から今お話があったのは、そういう部分もあってのことではないかなと思うわけです。

　それで、以前、私たちの先輩、「奥多摩のワサビ」とかいう本を出してくれたそういう先輩たちが、ワサビ田というのは人に余り見せちゃいけないんだよと。秘密ではないけど、やっぱりそういう面では奥多摩のワサビは余り人に見せるものではない。だから、そういう面では違うよ」というようなこともあったんですが、今は、生産者にとっては、やっぱり見ていただいたり、また食べていただく方々にはそういう場所を、広くこういうところにできるんだよということを宣伝しなければいけないと思いますので、是非その辺も組合としても、観光産業課長からお話がありましたけれども、協力してやっていきたいと思いますので、お願いしたいと思います。特に、このワサビについては、高齢化してきて、本当に今、生産はできていても売り上げは減っている状況でございますので、そういう面でもご協力をお願いしたいと思います。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　６番竹内委員のご質問にお答えいたします。

　今、委員ご指摘のとおり、日向和田のカネクワサビ屋さんの専務さんからもそういうような提案をいただいておりますし、また、最近、消費者の志向として、やはり目に見える食べ物というんですかね、どういう所で、どのような人が、どんな状況でつくっているかというようなことを一番今消費者の方も求めている部分ではないかと考えております。

特に奥多摩のワサビにつきましては、昨年からですか、４月29日に行っていますセラピーウォークの中でも、セブンイレブンさんの方の提供でワサビむすびが配布されたりしております。この点につきましては、原料、ワサビ組合さんが中心になって提供いただいているということでございますので、当然、この事業を進めるにあたっては組合さんと一緒にいろんな意味で事業を進めていきたいと思いますし、ＰＲについても、今後ともワサビ組合と一緒に進めていきたいと思いますので、ご協力をお願いいたします。

また、いろんな意味で原料の提供、新しい試作品の関係も今後考えてまいりますので、是非ともワサビ組合さんのご協力をお願いしたいと思います。

以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　２点ばかり、ちょっと。いつものとおりなんですが、113ページ見てください。ここに毎年ですけれども、農作物の獣害対策が今回も非常に大きな予算を組んでいただいております。本当に猟友会の皆さん方、その他本当によくやってくださっていることには心から感謝しているわけでございますが、いずれにしても、ここでジャガイモを皆さん待つ時期になりますと、またまた奴さんはそういう所をねらって出てくるわけです。そういうことで、是非私の近くでも、去年はほとんどもう総なめのように実はやられちゃいまして、私もそうだったんですが。

以前は山の方から来るということで、私どもの村などもネットを全部役場でお願いしてやっていただいたんですけど、このごろ、奴さん利口になっちゃって、町道をとことこ歩いてきて下から入ってくるというようなことで、ちょっと時代が変わってきたのかなと思うんですけれども、これについては本当に猟友会の皆さんにご尽力をいただいていることに、私は心から感謝を申し上げていますけれども、今年もそういうジャガイモの植え付けもぼつぼつ皆さん終わっていると思いますが、収穫も近づきますので、これについては是非また今年も特段のご尽力をいただきたいというお願いやらでございます。

それから、その下に実は、114ページ、簡易水道の委託料と工事費が出ております。今年度は峰谷水系の、多分小河内の峰集落だと思いますが、出ております。私がいうよりも酒井さんの方が多分よくご存知なんでしょうけれども、私どもは今、おかげさまで昨年から都営水道一元化が図られて本当に安心して水は飲んでおります。しかしながら、昔ながらの生活の中で、こういう地域もみんないい所に住んでいるわけでございますが、やっぱり水がなければ、災害でもそうですが、水が欲しいと言っていますけれども、人間が生活するには必要なものでございまして、こういった地形的に大変厳しい所におられる方も、是非町の努力の中で私どもと同じように、同じ町民でございますので、きれいな水が十分飲めるような形で是非町としても取り組んで、住民にひとつ安心してそこに住んでいただけるような環境づくりをしていただけたらなと思いまして、何箇所か都営水道に入っていない簡易水道のところが確か５、６か所あったと思いますけれども、そういったところも今どういう状態なのか。恐らく、私どもわかりませんが、是非こういうことも含めて、こういった簡易水道で現在生活されている方々が、ひとつぜひ安心して生活できるような体制をぜひ応援してやってほしいと、是非お願いしたいところでございます。

以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　11番師岡委員から２点ほどご質問ありましたけれども、その１点の農作物の獣害対策について、私の方からお答えさせていただきます。

　まず、113ページの内容でございますが、ここの委託料の内容でございます。緊急捕獲委託につきましては、これは水源涵養林の中の捕獲という部分でございますので、28回。基本的には奥山という部分でございますが、28回。それと、シカ柵、以前シカで荒らされた部分を緑化するためにシカ柵を設置しておりますが、そこの見回りとしまして17か所分、それとその下の市町村捕獲委託料でございますが、これは町内全体的という考えでございますが、いわゆる奥山を除いた部分、人家周辺という考えで、年間45回。それと、その下の農作物獣害防止対策事業委託料、これについては、サルが人家周辺に出てきた場合に、サルについては森の中に住んでいただく分には人家、また人に害がないということでございますので、人家に出てきて農作物を荒らす場合を想定していますが、その場合のサル追いとして162日間分、それと幾つかの集団が町内にあるんですが、その集団で生活しているサルを一度捕獲して、そのサルに発信機を付けてもう一度放すという部分ですが、発信機の装着という部分で３機分、それと一番下の緊急捕獲委託料でございますが、これは水源林の関係でございますが、雲取山周辺、国立公園の特別地域なので、捕獲用としまして、その現場に行くためのヘリコプター代を５往復分をいただいている、合計でこの金額2,891万5,000円を組ませていただいています。

　これについて、このような形で猟友会に委託しまして、住民の皆さんからの要望またサルが出たよというような場合には、サルを追い払うというような部分も行っております。これについては、今後も当然、東京都の方に要望いたしまして、今後も予算をつけていただきまして、猟友会の方にまた委託していきたいと思います。

　それと、人家周辺のイノシシ、シカ等の防除の関係でございますが、恐らく、師岡委員のご自宅の近くの関係は、頑固な防護柵、ネットか何かあると思うんですけれども、それについては東京都の設置基準が、農地が30アール、いわゆる３反歩以上まとまっていないと設置補助はできないというようなことで、町内の部分を見ますと、既に大体付いてしまっていると。また、要望があってうちの方で見に行ったりする部分もあるんですが、その所有者の方、そこを所有する方全員が基本的に合意いただかないと、なかなかできないということで、現在これは行っておりません。

　ただ、その下の原材料費に簡易電気柵の資材というのがございます。これについては、電気コードの部分が400メートルですので、通常２段張りですと200メートル。イノシシ、シカ、ハクビシン等に対する防御としては、大体４段張りを勧めているんですが、100メートルという形で25メートル真四角ぐらいの畑を、この簡易電気柵の設置によってある程度守ることができると。当然、設置後の維持管理、ある程度ちゃんと電池の交換とか、草が絡まったらちゃんと採るとかいろいろあるんですが、そういうものさえちゃんと行っていれば、結構有効な部分がありますので、こういうものを今後も住民の方に斡旋して、獣害からの防除を行ってまいりたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、２点目のいわゆる峰、奥、栃寄、農指及び安寺沢の５簡水の都営一元化の件についてですけれども、昨年の４月に協定を結ぶ際に、町としましては、これら標高の高い５簡水も一度に都営化をしてほしいということで、事務レベルでは十分に協議をしてお願いをしてまいりました。しかしながら、東京都としましては、この５簡水の一元化については次の段階で協議ということを言われております。今年度、平成22年度はこの一元化のための基礎調査委託を５簡水に対して行っておりまして、ここで近々その調査報告書が上がってまいりますので、まずもって事務レベルで東京都の水道局と、それらについてすぐにはということにはならないと思いますけれども、まず事務レベルで協議のテーブルをつくりながら、今後においてこの５簡水が東京都に一元化されるよう十分な努力をしてまいります。

　また、この５簡水は生き物ですから、当然に維持管理をしていかなければなりませんので、５簡水を利用されている住民の皆さんに、飲み水に支障がないように現状維持はしっかりとしてまいりますのでご理解を賜りたいと存じます。

○11番（師岡　　智君）　はい、お願いします。

○委員長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　師岡委員さんの５簡水の現状ということで、ちょっとお話をさせていただきたいと思います。

　５簡水ということで、飲雑用水の施設があるのが峰と奥、それから栃寄と農指と安寺沢という５か所ございます。奥と、それから農指、安寺沢につきましては、今まで水量が足りているということで、１昨年、栃寄がやはり水量が少なくなったということで、第２水源から水を引いている状況になってきています。あと峰につきましても、水源が枯れてきたということで、多分この原因としましては、地球温暖化の関係で冬に山に雪が降らないと。やはり雪が降らない関係で、今現在でもほとんど水が少なくなってきて、実際には４、５軒飲めるか飲めないかぐらいしか水が来ていないという現状です。

　今現在、峰につきましては、急きょ湧水が人家の途中から出ているものですから、その湧水を利用して一時しのぎをしているというような状況で、平成22年度にその基礎調査をしまして、平成23年度にはそこの湧水が、冬場も水量調査をしましたら十分水量的には確保できるというふうな状況がちょっとあるものですから、その湧水のほかに水源が見当たらないということで、もうその湧水を使うしかないかなということで、それを浄水場までポンプアップをしまして、それで供給したいということで、その実施設計を予算化をしておりますほかに、そのポンプで圧送する改修工事も合わせて計上させていただいているというふうな状況でございます。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　河村町長。

○町長（河村　文夫君）　この簡水の問題というのは、同じ町民であり、同じ都民でありますから、最終的には水道の一元化をしていただきたいということで、今、東京都の幹部にはお話ししております。実際には、この一元化にあたりましても、当初、前段で調査をしたわけでございますけれども、奥多摩町の簡水以外の部分を除いては、奥多摩の水道を都営並みにするには55億円かかるという数字が出ました。それを基にして今回の一元化のいろんな幹部に対する働きかけをしてきまして、最終的には、知事、総務それから財務局、水道局、そういうところの局長が最終的にＯＫを出していただいて水道の一元化が達成されたわけであります。

　そのときにもお話ししたんですけれども、繰り返すようですけれども、そうはいうけれども実際に５簡水は町民であり都民だよと。それは忘れないでほしいというお話をしてまいっております。何もないところから話をするわけにはいきませんので、一体東京都並みにする場合に、その５つの簡水にどのくらいの費用がかかるかという調査を、平成22年度でさせていただきました。先ほど企画財政課長から話がありましたように、今月の３月末にはそれが出る予定でございます。それをやるについては、今、概算経費でも10億円とか15億円とかそういう大きなお金がかかるようになりますので、それはとても町自身が都営並みにして、それで一元化をしてくれということでは財政が持ちませんので、そういう基礎的な調査を基にして東京都に今後働きかけをしてまいりたい、というのが基本的な私のスタンスでございます。

　しかしながら、５簡水で今、地域整備課長がお話したように、実際に水に困っているものを一元化するまでの間、そのままにしておくわけにはいきませんので、最低限の対応策をやる場合には、どうしたら地域の住民の人たちが困らないで水の供給ができるかということを、この予算の中では考えております。したがいまして、それらを含めてこの問題も大きな問題として、ここ数年来の町の懸案事項として取り組んでまいりたいというふうに思っております。

　特に４月には知事選挙が行われるようですし、窓口である水道局長がちょうど定年を迎えまして新たな局長ができますけれども、その局長も従来から奥多摩のことに関しましては浄水部長等を含めて町の状況をよく知っておりますから、事前にいろんなお話をしながら進めてきておりますので、できれば早いうちに実行ができるように努力をしてまいりたいというふうに思っております。

　以上です。

○11番（師岡　　智君）　終わります。

○委員長（清水　典子君）　12番前田　悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　２点ばかりお願いします。

　130ページ、下段の方の奥多摩観光協会補助金200万円ということであります。昨年が300万円ということで、今年200万円に減らされました。私も、観光協会の協会員として決算を見たところ、支出の中で一般の会費が約400万円弱、我々の多くの会員から3,000円、5,000円から10万円弱までの会費を年間集めまして、約390万円ほどの会費になっております。受託料ということで町から250万円、それから補助金として町からの助成金で300万円、その他の売り上げ等がありますけれども、やはり給与、賃金、これがたまたま10年ぐらい前の同じ決算書を見ますと、約500万円だったんですね。それが現在、約700万円近い金額になって、それが200万円多くなっているという事実はあります。

それから支出の事業費の中でガイド運営費というのが150万円ほどありますが、これは過去にはそういう事業をやっていなかったんですね。広告宣伝という形でかなりの出費で200万円近くの広告宣伝、町外に対してのアピールはかなりやっていたと思うんですが、その内容を精査しても、賃金が高いのはわかるんですけれども、町外に向けての発信が非常に弱くなって、で、観光ガイドの方にかなりのサービスというか、そういうことをやっているんですけれども、どうも町外的な発信が全然なされていない。そこら辺のところを是非、これ事業内容は協会の中の問題なんですが、そこら辺の指導と、それからこれ、今後こういう形で減らされて、中の、２年ぐらい前に協会内の改善点を町から指摘されて、その後のリアクションというか、どういう形で返答があったのか。

それから、今後の協会のあり方について、ちょっと課長の方からコメントできることがありましたらお願いしたいと思います。

以上です。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　12番前田委員のご質問にお答えしたいと思います。

　まず、観光協会の補助金が、たしか委員ご指摘のとおり300万円から200万円に100万円下げております。この理由としましてなんですが、今、前田委員さんがおっしゃいましたように、観光協会の決算も内容がここで随分、10年前等に比べれば変わってきているという部分もございます。ここ何年かの決算内容を見ますと、多い時には90万円近くの繰越金、昨年も70万円ぐらいの繰越金というような部分もございます。それともう１点が、観光協会主催のイベント、これの収入、また鹿肉カレーとかアワビダケカレーとかそういうお土産品の販売等で400万円から500万円の売り上げがあるというような決算状況になっております。

今の前田委員さんご質問の中で、10年前の給与が500万円が700万円になっているというようなこともございます。このようなところを、今後、繰越金もあると、またお土産等の販売も増えているというような部分も含めまして、また、給与も当然10年前と比べると今はまた下がっているような時代かなと思っておりますので、そこいらの給与費等を見直していただければ、協会も運営はできるのではないかと考えております。

それと、おととしですか、うちの方も決算内容を見させていただきまして幾つかの指摘事項を差し上げております。その中に会計上の問題で、これは交際費じゃないだろうとか、これはお土産品の販売等に含めるべきだろうというようなことも幾つか指摘させていただきまして、協会の決算状況も改善されている部分もございます。

ただ、全部が全部改善されていない部分もございます。特に人件費の部分については、先ほど委員さんご指摘のように、10年前から上がっている、その上がっているままを維持しながら行っているような部分もございますので、ここいらを改善していただければ、うちの方も指摘した事項の中が、これはほとんど改善されるのかなと考えておりますので、是非ともこれは協会の役員さんの中でお話し合いいただきまして進めていただければと考えております。

以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　12番前田　悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　今、ちょっと触れたんですけれども、観光の事業そのものの対外的な発信について、今ほとんど以前に比べて少なくなっているように見受けられます。その点について、何らかの形で、以前は各駅に奥多摩のポスターが張られたり、いろんな形で町内に非常に大きいポスターが各事業所、それからいろんなところに張られていたのが、非常に枚数も少なくなって、今本当にそういう意味では以前より情報発信その他のあれが非常に弱くなっていると思います。その点について、再度お聞きします。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　ただいまのご質問でございます。対外発信、いわゆるＰＲの部分でございますが、確かに以前、20年、30年前に比べますとポスターの枚数等も下がっております。以前は、以前といいましても昭和60年とかそういう時代になってしまうんですが、確かに１回のポスターが1,000枚とか印刷しまして、ＪＲ管内500駅近くに発送したりしておりました。ただ、それが現在、確かにポスターでいいますと250枚、４分の１になっております。これは昭和60年当時ですと国鉄の時代で、管内も東京駅の方まで全部含まれている部分があったんですが、ＪＲになって八王子支社という部分になっております。その部分では、その中では中央線沿線の方がやはり立川とか三鷹ぐらいまでというような形もあります。そんなこともありまして、ポスターは減らしておるんですが、昨年から、このポスターについては青梅以東、具体的にいいますと拝島までの間なんですが、その駅にも掲出していただくように直接持ち込みをしまして、駅長さん等にお願いしている部分もございます。

　そのような意味で、ポスターは確かに以前に比べれば減ってはしまったんですが、ただ、以前は駅長さん宛に送付はしたけれども、掲出されたかどうかわからないという部分はありました。ただ、最近は掲出していただけるという形で事前に青梅の駅長さんから根回しをしていただきまして、持参しているというようなことがございますので、そういう点ではＰＲ効果は逆に上がっているのかなという気はいたします。

　それともう１点が、最近はインターネット時代でございます。観光協会のホームページのアクセス数も毎年毎年のように、若干ではございますが上がっているという経緯もございます。このようなことも考えて、また、各施設いろんな部分も以前に比べますとホームページを持っているというようなことを考えますと、一概にポスターが減ったから効果が落ちているのかなということは言えないのかなと。逆に効果が上がってきているというようなこともあるかわかりません。

　そのようなことで、今後も観光産業課もＰＲ等には努めてまいりますが、そのようなことでご理解いただければと思います。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　４番須崎　　眞委員。

○４番（須崎　　眞君）　款の８の土木費でちょっとお伺いしたいんですけど、138ページなんですけど、地籍調査事業のことでちょっとお伺いしたいと思います。

　この金額ではないんですけれど、地籍調査事業をやっていただきまして、大変民地の境界等がはっきりしまして、皆さんが大変喜んでおります。そうした中、また町の道路等に提供してある所もございまして、中がまだ未登記になっているんですよね。地籍事業をした中で一緒にそういうのを解決、早めにできましたらお願いしたいというような意見がございますので、ひとつその点をお伺いしたいと思いますが、よろしくお願いいたします。

○委員長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　４番須崎委員さんのご質問にお答えします。

　地籍調査につきましては平成17年ごろから日原を始めて大丹波、それから川井、今現在終わりました。来年は梅沢、丹三郎を全域を地籍調査をやる予定でおります。ただ、山林につきましては、一応除いております。宅地、畑、雑種地、それから一部宅地と畑とかそういう近くに山林がある場合は、一部山林も境界の確認をしているような状況でございます。

　面積的には0.3、4ヘクタール、ほぼそのくらいの予定で計画しております。

　地籍調査を実施しますと、どうしても未登記というのはございまして、以前、道路で広げた部分がまだ個人の名義になっているということで、地籍調査につきましては、所有権移転までは実際には行えない状況でございます。

地籍調査でできる内容としましては、土地の分筆まではできる。それから、分筆の中で、例えば、宅地、畑、山林といろいろ種類があるんですけれども、地目がありまして、畑に家を建てている家があった場合、家の部分を宅地にする、地番を２つに分けて宅地と畑にするというようなこともできることになっております。それから、宅地であったところが今現在山林になっていれば、山林に地目を変更することもできたり、地目を畑を宅地、あるいは宅地を畑とか、そういう地目変更することは可能であると。所有者の名前は相続人がいない限りは何代も前の人の名前になっている所もございます。そういうものは変えることはできないということでございまして、未登記の道路につきましては、とりあえず分筆をしまして、道路用地と、公衆用道路ということで位置づけをしまして、税金的にはもう非課税になるという形になります。あと所有権移転につきましては、個人の寄附というような形で今までさせていただいておりますので、その承諾をいただいて登記所の方へ提出するというような形になるんですけれども、今現在、職員の対応の方がなかなかできない状況でございますので、今後、その辺も含めて検討していきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、先ほども議論がありましたが、113ページ、獣害駆除の問題であります。特にシカの問題、一番最大なのはシカやサルという、イノシシというのも私のうちの上にはイノシシがかき回した跡形がありました。それはともかく、今年度で何頭シカが捕獲できているのかと。

　それから、来年度はどのくらいの予定で、これは東京都の指導というか、東京都の中で議論されて決定されるような予想でありますが、来年度はどのような予定が組まれているのかと。

　もう１つは、食肉センターというのがあります。これに今年度１年間ということでいいと思うんですが、食肉化は、どのくらいの頭数をとって使われているのかと。もちろんすべてが使えるわけではないんですが、主に後ろ足だとか前足、さらには背骨というような話がありますが、こういう点ではどのような成果が上がっているのかと。

　それから、古い時からヒツジを飼って、峰の奥の方に柵をつくってヒツジが飼われていた時代があります。その跡地を、やはり今度は強固な柵をつくってシカをそこに呼び込むというか、餌場をつくってシカを呼び込む。そこをと殺するという仕組みができていたと思うんです。これがどのような実績というか成果を上げているのかどうか。あそこには猟友会の人は、私、全部知りませんが、いないんじゃないかと。基本的には地元の人がいろんな意味で協力や援助をしてもらうことがいいのかなあ、というふうにも思います。

　この防護柵というか、この柵も、当初は入ったけれども、また逃げられちゃったというようなお話もありました。その後は、今度は入ったら出られないような装置もつくったというお話もあります。そういう上で、この点はどのような仕組みになっているのか。どのくらいこの網の中でと殺なりできたのかと。

　それから、観光協会の話になりますが、観光協会も食肉カレーというのをつくって当初売り出しましたよね。この辺はどのくらいの売り上げをしたのかどうか。町が本当に真剣になってこれ取り組んできたわけですから、こういう点でさまざまな形から活かすということが非常に私は重要だというふうに思うんですが、その点はどのように把握をされているのかどうかということであります。

　それから、次には森林再生の点、さらには花粉対策、こういうことがまた大きく、東京都から直接出される予算のようですが、この点が来年度では、花粉対策の方が約500万円ぐらい増えたという数字がございますが、もちろんそれが悪いということではないんですが、今日も花粉がいっぱい飛んでますから花粉にも力を入れてほしいというふうに思いますけど、その辺の仕組みはどうなっているのか。

　それから、やはり森林再生、こうやってみてもこの周辺にはほとんど森林再生された跡は、部分的にはあるようですが、見当たらないと。何か奥山が中心みたいになっているような感じもします。そういう意味で、この森林再生、花粉対策という点で、どのような対応をされているのかと。

　それから、次に、森林セラピーの問題であります。さまざまな形でいろいろな計画等が。

○委員長（清水　典子君）　すみません、島崎委員、幾つも言わないで、３問は３問で。

○14番（島崎　利雄君）　だから、３問目です、これが。いいですか、続行で。

○委員長（清水　典子君）　はい。

○14番（島崎　利雄君）　森林セラピーです。幾つもの部門がありますので、一つひとつがどうこうではないんですが、町長も言われているように「住民と協働して」という言葉があります。もちろん地元の人もいろいろな意味で遊歩道だとか歩いたり、いろいろな参加もされていると思いますが、まだまだ私から見ますと十分な住民が参加して、都心からは来るけれども地元として、湧き上がっているという言葉はよくないかもしれませんが、そういう状況にはなっていないのではないかという感じもします。そういう意味で是非これを大きく拡大していくという上で、どのような方針や対策を持たれているのかと。

　それから、提案でありますが、森林セラピーの事務所が旧埼玉銀行ですか、そこにあります。そばに行くと、ガラスに２か所書いてあります、「ご自由にお入りください」ですかね。ちょっと私も全文は記憶しておりませんが。そういう看板があるんですが、あれ、そばに行かないとわからないんですよね。だから、あの玄関の入り口の上に少し大きな板というか、何がいいかわかりませんが、やはり「森林セラピー事務所」とか何とかわかりやすい、地元の人ですらわからない。あそこ、カーテンを閉めちゃっていますから、何しているんだかわからない、こういう批判もあります。だから全部開放しろということではありませんが、やはり本当にだれでもあそこに参加して、中身は私も見学していませんからわかりませんが、森林セラピーとは何ぞやみたいなパンフや、いろんな壁にいろんなものがわかりやすく張られているとか、何かもっとお客様を誘導するようなやはり姿勢が必要なのではないかというふうに思っておりますので、是非その辺は、看板だけでも大きなものを、わかりやすい看板を設置していただけないかという要望もであります。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、３時から再開といたします。

午後２時52分　休憩

午後３時00分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第19号、歳出質疑の14番島崎利雄委員の答弁から再開します。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、14番島崎委員のご質問にお答えいたします。質問項目が結構多岐にわたっていましたので、幾つかのくくりにしてお答えしたいと思います。

　まず、獣害関係でございますが、シカの捕獲頭数等につきましては、先週13日までの捕獲頭数ですが、199頭になっております。それと、昨年は、シカについては264頭捕獲していますので、大体60頭ぐらい少なくなっているんですが、これについては、東京都もシカ保護管理計画の中でいっていますし、私も以前お話ししたと思うんですが、シカの生息範囲が拡大しているということは都の方でも話をしております。現在は、青梅市の永山からその向こうの丘陵、霞丘陵ですか、そちらの方にも確認できていると。それと、八王子市の高尾からその続き、市街地の方へかけても生息している痕跡があるというようなことで、生息域が広がっているということでございます。

　ただ、東京都全体では最盛期に比べると800頭ぐらいは減っているといわれていますが、ただ、この800頭につきましては、３年間捕獲しないとすぐ元に戻ってしまうというような数字でございますので、これについては、今後も捕獲については要望していきたいし、また、捕獲していきたいと考えております。

　それと食肉の関係ですが、今年度は現在までに56キロを処理しております。頭数については15頭でございますが、これについては、やはり先ほど委員ご質問の中で奥山という言葉がありましたが、最近、人家近くでその割りにとれないと、奥山の方でとれてしまいますので、それを解体して持ってくるうちに傷んでしまうというような部分もございまして、なかなか利用はできていません。

　ただ、一時養鹿施設に人家近くで捕獲しました、いわゆるくくりわなによって捕獲したシカを一時入れておきまして、２、３日とか１週間のうちにと殺して食肉として使っている部分もございますので、一時養鹿施設については、確かにワン・ウェイ・ゲート、いわゆる入ったら出られないというようなゲートを、門を設置しておりますが、これによって中に入った形跡は今のところございませんが、捕獲したものを一時その中で飼っておくというような部分では有効であるのかなと思っております。

　また、この一時養鹿施設につきましては、ちょうどここで冬が終わるということで、また養鹿施設の近辺が一般狩猟区域ということで、冬場は一般狩猟で人が入るというようなこともありますので、ちょうど作物がもともとのヒツジの放牧施設ですので、シカの食べるような草がはえるようなこともありますので、ここで誘引物や塩分を入り口近辺に置きまして誘い込むようなことも職員の方ではやっております。

　それと鹿肉カレーの関係でございますが、観光協会の方では毎年1,500パックつくっているそうでございます。売り上げについては、観光協会の決算書を見ましても、ほかの土産品と一緒のくくりで出ておりますので、この鹿肉カレーの関係だけではちょっとわからないということです。

　それと、もう１点が森林再生事業、この付近に見られないというようなお話をいただきましたが、ただ、この再生事業が始まった当時から問題になっております人家近くについては、やはり搬出しやすい場所というようなこともありまして、また所有者の方のそういう部分で森林再生でやらなくても管理できるというようなこともありますので、人家近くについては、やはり森林再生事業としては目に見えるような部分は確かにないとは思いますが、ただ、この近辺ですと栃久保とか大氷川、大氷川については特にトンネル上、登計についてはやっていますし、学校の上等、結構やってはおります。

　大体森林再生を行った場所については、３年後ぐらいに花粉症対策で枝打ちを行っておりますので、一目でわかるような感じになっていると思います。栃久保の対岸また大氷川の学校の上等、よくご覧いただければきれいになっていますので、おわかりになるのではないかと思います。

　それと、よくこの森林再生事業、ご質問を受けますが、現在、森林再生事業を行っているのは八王子市、町田市、それと西多摩の部分であきる野市、日の出町、檜原村、それと青梅市と奥多摩町という部分でございますが、この中でよく町長もお話させていただきますが、森林再生事務局を持っているのは奥多摩町だけだということでございます。ほかの市町村につきましては、東京都森林組合の方に丸投げというような部分もございます。それに対しまして、うちの場合には森林再生事務局を設置しまして、職員２名に所有者の方の交渉にあたっていただいているということで、そういうことを行いながらも、最近１件の所有割合が少なくなっているということで、件数の割には実施面積というのは確かに減っております。今年度も実際に出した帳簿上の面積は160ヘクタール、これは縄伸びしますので、最終的には200ヘクタールぐらい、昨年並になるのかなとは思っておりますが、交渉件数は森林再生事業が始まった当時に比べますと、年間の交渉件数というのは数がすごく伸びております。

　そのようなことで、森林再生事務局の職員も頑張っておりますが、やはりいろいろな部分、１人の所有者の面積が低くなっているとか、実施する場所が遠くになっているというようなこと、いろいろあります。それと、森林施業計画に入っている地区で、施業計画の方で整備をしたいというような部分もありまして、森林再生事業が面積は200ヘクタール前後になっておりますが、ただ、あと３年経ちますと、また25年契約の半分が終わって２回目の再生に入るということで、ここでまた面積は伸びてくるのかなと思っております。

　それと花粉症でございますが、花粉症につきましては増額になっておりますということですが、これにつきましては、平成22年度に東京都の金額も増えていると、また、実施予定面積も90ヘクタールに増えているということで増額になっているということでございます。

　ちなみに平成23年度につきましても、実施予定面積は90ヘクタールということで東京都の方から内々の話はございます。また、森林再生面積についても割り当て面積的には200ヘクタールの倍ぐらいの面積があるんですが、東京都の方もそこら辺は承知しておりまして、逆にうちの方で今、都の方に要望しているのは、いわゆる町有地の分収契約地もできないのかというようなことも都の方に要望しております。ここいらができてくれば、年間の実施面積も相当増えるのかなということでございます。

　いずれにしましても、今後もこの森林再生については事務局を中心に、また、花粉症等につきましては、森林再生を行った場所を行っていくわけですので、都の方に要望も言わせてもらいながら進めてまいりたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　私からは、森林セラピー事業につきまして、町民との協働あるいは参加という観点からお話を申し上げたいと思います。

　98ページをお開きいただきたいと思います。健康づくり推進事業費のうちの13委託料でございます。委託料といたしまして、森林セラピー健康づくり委託料という形で480万円を計上させていただいております。

　この内容についてご説明をいたしますけれども、森林セラピー事業を住民の健康づくりに役立たせたいということから今回計上したもので、この町民の健康意識の高まり、あるいはストレス解消やリラクゼーション、あるいは生活習慣病の予防、また、参加することによる地域住民皆様方の交流につなげていきたいと。合わせて、奥多摩の地の食材にこだわりまして、食についても盛り込むことによって心も体も健康になっていただきたいということで盛り込んだ事業でございます。

　内容について申し上げますけれども、森林セラピーロードを活用いたしまして、ウォーキングあるいはヨガ、アロマセラピー、そば打ち体験等を実施するということで、この中では、私どもの保健師が３名おりますけれども、これと管理栄養士を含めて情報交換を行いながら、この計画を現在、策定をしているところでございます。特に血圧、体重、体脂肪率等の測定、あるいは健康に関すること、生活習慣病に関することも盛り込んだ中で実施をしたいと。また、参加する住民の方には、最後にアンケートを実施してご感想をいただいて、次回の反省につなげていきたいというふうにも考えております。

　それと同時に、健康チェックの時に血圧、その他基準より高いという方がいらっしゃった場合には、保健師から関連する予防のリーフレットなどもお配りをしたいというふうに考えております。

　この対象でございますけれども、全町民を対象とするということで、今、３班を考えております。１点目は成人、40歳から70歳程度、あるいはご高齢の方のみのパターン、あるいは親子連れで気楽に簡単なメニューで体験できるという３種類を現在考えております。特にこの月２回、年間を通しますと24回、１回当たり20人を計画しております。全体で480人ということで、在宅にいらっしゃる住民の方々ほぼ１割近くの方の人数を盛り込んだものでございます。

　なお、島崎議員さんにあられましては、町の健康づくり推進委員さんもご依頼をさせていただいているところでございますので、是非私どもを含めて１度ご参加をいただきたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　副町長。

○副町長（村木　義雄君）　それでは、私の方からは森林セラピーのご質問がありましたので、そのことについて答弁をさせていただきたいというふうに思います。

　奥多摩地域振興財団ということで補正予算の中でもご質問があり、ご回答したところでございますが、この奥多摩地域振興財団は、町で100％、5,000万円の出捐をして、公益事業を効果的あるいは効率的に実施するためということで設立をさせていただきました。現在は２月に既にこの登記が終わっておりますので、既に財団としては発足しているということでございますが、今現在、観光業の申請を行っているという状況でございますので、これが年度末に多分、許可されるだろうという見込みでございますので、正式スタートについては４月からスタートさせていただきたいということでございます。

　この奥多摩地域振興財団につきましては、森林セラピーを中心に奥多摩の地域振興を図っていくということで、セラピーで東京都内から来ていただくお客さん、あるいは今、福祉保健課長が申し上げました町民の健康増進ということも含めてやっていくわけですが、その中で先ほど来、話もありました観光振興というようなことも含めて地域を活性化していきたいというふうに考えております。

　特に観光面については、森林セラピーそのものでは人数が20名程度、１班でございますが、それしか対応できないということでございますが、その森林セラピーを通して健康になっていただくのはもちろんでございますが、町をＰＲして、それで町に再度、森林セラピーではなくても来ていただきたいと。そのことによって観光客が増えることによって交流人口が増えれば、地域の交流が生まれると。それによって地域が活性化されるということで考えております。

　そのようなことで、今後、この地域振興財団の運営は、町と観光に携わる皆さんと協働しながら進めていきたいというふうに思っておりますので、是非よろしくお願い申し上げたいと思います。

　今現在は、多くの方から申し込みをいただいているわけでございますが、その主なところは東京都の教職員組合、あるいは職員互助組合というところから定期的に参加をしていただいております。そのほかにプライベートツアーということで一般の方を募集しているわけですが、その多くの方が、ほとんどといっていいんですが、インターネットを見てインターネットによって申し込みをされるという方がほとんどになっている、というような状況でございます。

　いずれにしても、インターネットだけではなくて、事務所の前に大きな看板をつくってＰＲをしながら、さらに多くの方に奥多摩に来ていただくようにということで、今後とも努力していきたいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。６番竹内　和男委員。

○６番（竹内　和男君）　129ページ、この日照確保対策事業でございます。補正予算でも観光産業課長が説明されました。平成22年度については２か所、どうしても規定にはまらないので見送ったということですが、今回、１か所について、これは古里付の国道対岸の寸庭地域でございますけれども、おかげさまで伐採ができました。原島議員と昨年の９月から地主さんにお願いをして、それこそ100年以上のヒノキ、スギが500本伐採できまして、その地域の方々が50年ぶりに陽が当たったという十何軒かの方々が大変喜んでいるところでございます。まったくお天道様のありがたさをしみじみ感じているということなんですが、それも全くそういうことでは今、高齢化が進んでいる中で洗濯を干すのも大変なことだったけれども、ありがたいですというお話です。

　それで、平成23年度もそこの横がもう少し、400本ぐらいが伐採できると、その寸庭地域の方々が本当に陽当たりが長くなるという場所なんです。是非今後、今、小丹波自治会の役員の方が進めていますので、その節もよろしくお願いしたいと思います。本当にそれにはありがとうございました。

　それからもう１つ、144ページ、公有財産購入費の川井、棚沢、長畑のどの辺の場所なのか教えていただきたいことと、それから、これだけ金額が細かく出ているとどのぐらいの面積なのか教えてください。

　以上です。

○委員長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　６番竹内委員のご質問にお答えします。

　まず、１点目の日照確保対策事業でございますが、これにつきましては、町内人家近辺の日照を阻害するスギ、ヒノキを切らせていただく事業でございます。平成23年度も195万円ということで、単価は１本1,500円ですので1,300本分を計上させていただいております。これにつきましては、各自治会から申請していただくというようなルールがございます。今後も、寸庭のお話が出ましたけれども、寸庭に限らず日照を阻害する場所、ここの木を切れば30分、１時間、冬場陽が当たるというような場所がございましたらば、是非とも自治会長さんを中心にしていただきながら申請していただければ、うちの方も対応していきたいと思いますし、この予算を使い切るようなことがあれば、また補正等でも対応させていただきたいと考えております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　続きまして、144ページの住宅費の中の公有財産購入費のご質問でございますけれども、場所につきましては、川井地内につきましては川井の八雲神社のすぐ下に平らな畑の土地がありまして、そちらの土地を購入ということで、面積につきましては323坪を予定しております。

それから、棚沢地内の住宅用地につきましては、鳩ノ巣駅の東側の線路の上側になります。そちらは約100坪の土地の購入ということで予定しております。

それから、最後になりますけれども、長畑地内の住宅用地の買収費の場所につきましては、山城屋さんの横にクリーニング屋さんがございます。クリーニング屋さんのすぐ南側というか、斜面の上になりますけれども、裏側ですかね。都道の方から見ますとクリーニング屋さんの裏になります。そちらに空き地が２か所ほどございまして、２か所を買収ということで、その面積を合わせますと114坪を予定しております。

　以上でございます。

○委員長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費の質疑を終結します。

　お諮りします。本日の会議ははこれまでとし、明日３月17日に引き続き会議を再開したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、明日午前10時より予算特別委員会を再開します。

　本日はこれにて散会いたします。長時間ご苦労さまでした。

午後３時25分　散会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。

　予算特別委員会委員長
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